
  

78,805,000 58,700,745 13,621,000

決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

1 目
公立学校施設災害復旧
費

45,079,745

目的及び事業内容

【目的】
　児童の安全確保はもとより、一日も早く良好な教育環境を確保するため、災害により被害を受けた学
校施設の工事を実施し、加えて建設済みの仮設校舎の維持管理を行う。
【事業内容】
　仮設校舎借上、大原小学校特別校舎建設工事

取　組　実　績

平成28年度　実施概要
①仮設校舎借上（大川小学校・雄勝小学校）
　大川小学校は平成29年度末まで借上が継続される。
　雄勝小学校は平成28年度末で応急仮設校舎借上が完了した。
②大原小学校特別校舎建設工事
  平成27年度に着手したが、年度内に工事完了しなかった。明許繰越した上で、平成28年8月に完了し
た。

成　　　　果

成果に係る評価

　校舎建設工事の完了、供用開始をはじめ、校舎借上も一部完了となったが、引き続き教育環境の復旧
を図るため、計画に沿って事業の推進に取り組んでいく。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額

款 災害復旧費
総
合
計
画

第  章

未来の人を育てる

(  ) ( 1 )
学校教育・社会教育施
設等の復旧・復興

小学校災害復旧費

事業コード 004-101-001-00473 事　業　名 小学校災害復旧事業

①仮設校舎借上（大川小学校・雄勝小学校）
　大川小学校は平成29年度末まで借上が継続される。
　雄勝小学校の校舎借上については、当初の計画どおり平成28年度末で完了した。
②大原小学校特別校舎建設工事
  平成28年8月に完了し、2学期から供用を開始した。

予
算
科
目

復
興
計
画

( 4 )
未来のために伝統・文化を守
り、人・新たな産業を育てる

4 項 文教施設災害復旧費 第  節 ( 1 )

11

実施計画
掲載ページ

Ｐ198 中　事　業
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　計画通り平成29年3月に渡波中学校新校舎が移転新築により整備され、平成29年度より供用開始され

たため、平成28年度をもって応急仮設校舎借上事業は完了した。

未来の人を育てる

11 款 災害復旧費
総
合
計
画

第  章

公立学校施設災害復旧
費

1 目 ( 1 )
学校教育・社会教育施
設等の復旧・復興

未来のために伝統・文化を守
り、人・新たな産業を育てる

予
算
科
目

復
興
計
画

(  )

( 4 )

4 項 文教施設災害復旧費 第  節 ( 1 )

目的及び事業内容

【目的】
  生徒の安全確保はもとより、一日も早く良好な教育環境を確保するため、建設済みの仮設校舎の維持
管理を行う。
【事業内容】
　仮設校舎借上(渡波中学校)

実施計画
掲載ページ

Ｐ199 中　事　業 中学校災害復旧費

事業コード 004-101-001-00475 事　業　名 中学校災害復旧事業

予算額 決算額

67,949,000 66,533,766 43,217,000

取　組　実　績

平成28年度　実施概要
  仮設校舎借上（渡波中学校）
　計画通り平成29年3月に渡波中学校新校舎が移転新築により整備され、平成29年度より供用開始され
たため、平成28年度をもって応急仮設校舎借上は事業は完了した。

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

23,316,766

成　　　　果

成果に係る評価

　上記のとおり、当初の計画通り平成29年3月に渡波中学校新校舎が移転新築されたことにより、応急
仮設校舎借上の事業は完了し、快適な教育環境を提供することができた。
　今後は新校舎において生徒の安全を守り、安心で豊かな教育環境を提供しつづけるために、引き続き
適切な維持管理を推進していく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）
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　 ・平成29年3月22日 竣工
　 ・平成29年4月 1日 供用開始
　 ※平成29年4月 8日 新校舎落成式

3,268,506,546 3,081,690,568 1,999,148,000

　平成25年度
 　・渡波中学校建設基本構想検討委員会を開催し、基本構想を策定。
　平成26年度
 　・基本計画、基本実施設計
 　・地質調査
 　・埋蔵文化財発掘調査
　平成27年度
 　・基本実施設計（繰越）
 　・建築工事
 　・電気設備工事
 　・機械設備工事
   ・工事監理
 　・用地購入
 　・埋蔵文化財発掘調査(繰越)
  平成28年度
   ・建築工事
　 ・電気設備工事
　 ・機械設備工事
   ・工事監理

1,082,542,568

取　組　実　績

成　　　　果

成果に係る評価

　建築工事は、計画工程どおり遅滞なく適切に履行された。
　建物は、プロポーザルにより、設計事務所を選定した。
　プールを屋上に設置し、校舎中央部へ吹き抜けと大階段の配置。また、中央部周囲の多目的スペース
の配置等による開放的な校舎を建設することができた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

目的及び事業内容

　東日本大震災により被災した渡波中学校の移転新築を実施する。

　・災害復旧事業：校舎、屋内運動場、プール、外構等
　　※渡波中学校は校舎、屋内運動場、武道場、プールを1施設に集約する。

事業コード 004-101-001-00895

11

事　業　名 渡波中学校移転新築事業（災害復旧事業）

未来のために伝統・文化を守
り、人・新たな産業を育てる

復
興
計
画

4 項 文教施設災害復旧費 第  節 ( 1 ) 未来の人を育てる

実施計画
掲載ページ

Ｐ201 中　事　業 中学校災害復旧費（移転新築事業）

予
算
科
目

款 災害復旧費
総
合
計
画

第  章

1 目
公立学校施設災害復旧
費

(  )

( 4 )

( 1 )
学校教育・社会教育施
設等の復旧・復興
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目的及び事業内容

　東日本大震災により被災した雄勝小学校、船越小学校及び雄勝中学校の移転新築を実施する。
　なお、船越小学校は平成25年4月に雄勝小学校へ統合済み。
　また、大須小学校と大須中学校は、併設校開校時にそれぞれ統合する。

　・災害復旧事業：校舎、屋内運動場、プール、テニスコート、グラウンド等

成果に係る評価

成　　　　果

取　組　実　績

  工事等を繰越、平成29年度開校に向けて事業の進捗が図られた。

　平成25年度
　・雄勝地区統合小・中学校建設基本構想検討委員会を開催し、基本構想を策定。
　・測量
　・地質調査(用地造成)
　・不動産鑑定
　・立木補償調査

　平成26年度
　・建物基本計画、基本実施設計
　・用地造成基本実施設計
　・地質調査（建物）
　・用地購入
　・立木補償
　・用地造成工事及び工事監理

　平成27年度
　・基本・実施設計業務（繰越）
　・建築工事及び工事監理
　・電気設備工事
　・機械設備工事
　・移転予定地林地樹木伐採集積処理業務
　・用地造成工事及び工事監理
　・用地購入（追加分）
　・立木補償（追加分）

　平成28年度
　・建築工事及び工事監理（繰越）
　・電気設備工事（繰越）
　・機械設備工事（繰越）
　・用地造成工事及び工事監理

　平成29年度開校に向けて他の工事と調整・連携を図りながら事業の推進を図る必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

2,117,878,436 1,269,286,401 1,269,286,401

実施計画
掲載ページ

Ｐ200 中　事　業
小学校災害復旧費（移転新築事業）
中学校災害復旧費（移転新築事業）

事業コード 004-101-001-00894 事　業　名 雄勝地区統合小・中学校移転新築事業（災害復旧事業）

復
興
計
画 学校教育・社会教育施

設等の復旧・復興

予
算
科
目

11 款 災害復旧費
総
合
計
画

第  章

1 目
公立学校施設災害復旧
費

(  )

4 項 文教施設災害復旧費 第  節 ( 1 ) 未来の人を育てる

( 4 )
未来のために伝統・文化を守
り、人・新たな産業を育てる

( 1 )
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11 款

　金華山休憩所の復旧により、来訪者の休憩場所確保と、当該施設の復旧による金華山への誘客効果が
図られた。
　開所式：平成29年3月28日
　施設再開：平成29年4月1日

災害復旧費

金華山休憩所災害復旧事業

中　事　業

292,220,180

その他

観光施設の復旧復興

自然への畏敬の念を持
ち、自然とともに生きる

地域資源を活かす

その他公共施設災害復
旧費

その他公共施設公用施
設災害復旧費

5

金華山休憩所災害復旧費

復
興
計
画

国(県)支出金

( 3 )

　金華山をはじめとした、Reborn-Art Festivalの開催、みちのく潮風トレイルなどと連携した牡鹿半
島地域の誘客に向けた受入体制整備を行った。

( 4 )

( 1 )

Ｐ192

項

実施計画
掲載ページ

予
算
科
目

1 目

総
合
計
画

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

  震災により全壊した金華山休憩所を復旧することにより、観光客の利便性を向上させ観光振興を図
る。

目的及び事業内容

○金華山休憩所等　施設概要
　工期：平成27年9月5日から平成29年3月10日まで
　所在地：石巻市鮎川浜金華山17番
　構　造　：鉄骨造平屋建
　延床面積：360.76㎡
　機能等　：待合スペース、事務室　2室、トイレ（男子、女子、多目的）、倉庫
　その他復旧施設：自家用水道施設、貯水槽

003-401-001-00454 事　業　名

成　　　　果

取　組　実　績

290,729,7801,490,400

地方債
予算の執行状況

予算額

294,746,860

決算額の財源内訳

一般財源

決算額
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事業内容

木造2階建て

無

詰所

有

無

無

無

有

延床面積

28.98㎡

28.98㎡

55.06㎡

成　　　　果

石巻地区団鹿立班

雄勝地区団味噌作班　※

北上地区団白浜班

北上地区団追波班
取　組　実　績

　消防団ポンプ置場を新築することにより、当該地区の消防力が復旧し、地区住民の安全で安心して生
活できる環境の確保が図られた。

Ｐ177 中　事　業 消防施設等災害復旧費

66.24㎡

28.98㎡

消防ポンプ置場復旧整備事業

その他公用施設災害復
旧費

石巻地区団折浜班 木造平屋建て

木造平屋建て

軽量鉄骨造平屋建て

木造平屋建て 28.98㎡

市民の不安を解消し、これ
までの暮らしを取り戻す

各種公共施設の復旧と
復興

(  )

第  節

地方債 その他

（単位：円）

　詰所を設けていないポンプ置場については、集会所が隣接しており、集会所を詰所として利用する。
　※味噌作班は平成27繰越分

事　業　名

　震災により被災した消防団の活動拠点である消防団ポンプ置場を新築した。

ポンプ置場名称

石巻地区団福貴浦班

復
興
計
画

( 4 )

( 2 )

第  章
総
合
計
画

( 2 )

実施計画
掲載ページ

消防施設等の復旧・再
編

災害復旧費

その他公共施設・公用
施設災害復旧費

予
算
科
目

2

11 款

5 項

目

木造平屋建て

002-402-002-00403

47,141,000

国(県)支出金

成果に係る評価

事業コード

　震災により被災した消防団の活動拠点である消防団ポンプ置場を復旧・整備し、地区住民の安全で安
心して生活できる環境の確保を図る。

目的及び事業内容

目標値
達成率等

　被災したポンプ置場について、復旧が必要となっている49ヵ所のうち、平成29年3月31日現在で21ヵ
所が復旧しており、復旧率は43％となっている。平成28年度整備予定であった16棟のうち11棟が造成等
の原因により、平成29年度へ繰越となっており、建築可能となった地区から順次整備を行い、早期復旧
整備に努めていく必要がある。

予算の執行状況
予算額

103,830,000

決算額の財源内訳

決算額

79,320,568

1

区分 予算
成果指標

Ｈ27
Ｈ26繰越 ‐

実績等

Ｈ27現年 14 13

　平成28年度において16棟の新築を予定していたが、5棟は年度内に完成し、残り11棟は平成29年度に
繰り越した。

Ｈ28
Ｈ27繰越 ‐ 1

32,179,568

一般財源

Ｈ26 Ｈ26現年 2 1

31.3％
Ｈ28現年 16 5

50％

92.9％
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Ｈ25繰越 － 1台

Ｈ26現年 7台 7台

北上地区団相川班

小型動力ポンプ付積載車

Ｈ26

牡鹿地区団鮎川班

区分

100％

5台

目標値 実績等

石巻地区団門脇班

石巻地区団大街道班

石巻地区団中里班

　被災した非常備消防車両ついて、復旧が必要となっている車両35台のうち、平成29年3月31日現在で
25台が復旧しており、復旧率は71％となっている。現時点で配備は順調に進められており、残る10台に
ついても、順次配備を進め、平成30年度復旧完了を予定している。

Ｈ28 Ｈ28現年 6台 6台

Ｈ27 100％

100％

11台 11台

予算の執行状況
予算額

61,928,000

決算額の財源内訳

決算額

61,927,200 20,643,200

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　被災した非常備消防車両を復旧整備することにより、消防設備の充実と地域消防力の向上を推進し、
地域住民が安全で安心して生活できる環境の確保を図る。

目的及び事業内容

002-402-002-00405 事　業　名

車種

Ｈ27現年

消防ポンプ自動車

予
算
科
目

2 目

11 款

5 項

市民の不安を解消し、これ
までの暮らしを取り戻す

各種公共施設の復旧と
復興

地方債国(県)支出金

41,284,000

非常備消防車両整備事業

　非常備消防車両を復旧整備したことにより、消防設備の回復と地域消防力が向上され、地域住民が安
全で安心して生活できる環境の確保が図られた。

予算
成果指標

達成率等

災害復旧費 ( 2 )
復
興
計
画

( 4 )

中　事　業

その他公用施設災害復
旧費

その他公共施設・公用
施設災害復旧費

第  節

消防施設等災害復旧費

台数

1台

配備先

石巻地区団釜班

( 2 )

取　組　実　績

Ｐ178

第  章

消防施設等の復旧・再
編

総
合
計
画

一般財源

(  )

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

　消防団車両復旧更新計画に基づき、消防ポンプ自動車1台、小型動力ポンプ付積載車5台、計6台を整
備した。
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　基本設計・実施設計を行った。

　設計概要

　　敷地面積　　8,796.17㎡（建物敷地：2,870.53㎡）

　　建物構造　　鉄筋コンクリート造一部鉄骨造　平屋建

　　延床面積　　859.0㎡（支所 294.0㎡、公民館 565.0㎡）

　荻浜支所等複合施設整備事業の進捗が図られた。

　なお、主な年次計画は次のとおりである。

　　主な年次計画

　　平成28年度　基本設計・実施設計

　　平成29年度　建設工事

　　平成30年度　建設工事・供用開始

Ｐ175 中　事　業

復
興
計
画

第  章

第  節

(  )

災害復旧費
総務費
その他公共施設・公用施設災
害復旧費
総務管理費

1,989,100

地方債国(県)支出金

庁舎災害復旧費（庁舎整備推進室）

一般財源

荻浜支所整備事業　〔復興基金〕

市民の不安を解消し、これ
までの暮らしを取り戻す

各種公共施設の復旧と
復興

( 4 )

( 1 ) 行政庁舎の復旧整備

5
1

項

総
合
計
画

その他公用施設災害復旧費
東日本大震災関係費

( 2 )
予
算
科
目 2

28
目

11
2

款

成果に係る評価

事業コード

　荻浜支所は、東日本大震災の津波により大きな被害を被ったことから、防災集団移転事業により造成
した高台に荻浜支所と荻浜公民館からなる複合施設として再整備するもの。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　震災後、荻浜支所は荻浜中学校敷地内の仮設庁舎において業務を行っている現状であり、学校教育へ
の影響や住民への不便をかけていることからも、平成30年度の供用開始に向け、建設工事を着実に進め
る必要がある。

002-401-002-00639 事　業　名

予算の執行状況
予算額

6,831,631

決算額の財源内訳

決算額

6,831,631 4,842,531

その他

（単位：円）
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　　　　合計 　　　　 57基 　　　　合計 　　　　 31基

　　　　φ100　　　　　4基

　　　　φ200　　　 　25基 　　　　φ150　　　 　 5基

　　　　φ250　　　    4基

　　　　φ350　　　 　11基

　　　　φ150　　　 　13基

予
算
科
目

1 款 管理費
総
合
計
画

第  章

3

項 ( 3 ) 減災まちづくりの推進雨水排水施設管理費 第  節

実施計画
掲載ページ

Ｐ156 中　事　業 内水排除対策費（下水道事業特別会計）

(  )

( 1 )

( 1 )

みんなで築く災害に強
いまちづくり

2

事業コード 001-301-004-00567 事　業　名 排水ポンプ設置事業（冠水対策）

復
興
計
画

目的及び事業内容

　東日本大震災により生じた地盤沈下による冠水被害に対応するため、また、ポンプ場の整備が完了す
るまでの間、臨時的に仮設ポンプを設置し強制排水を行い、被害の軽減化を図るもの。
（対象区域）公共下水道事業認可区域

都市基盤の復旧・復興目 東日本大震災関係費

取　組　実　績

　 　14箇所

　　北上川左岸（湊地区）、渡波・万石浦地区に設置した。

　・設置台数（一般会計分） 　・設置台数（下水道特別会計分）

　市全体の仮設ポンプ設置箇所数と設置台数　（Ｈ29.3.31現在）

　　　　37箇所、88基

　　　　φ200　　　 　11基

　　　　φ350　　　　 15基

成　　　　果

　高潮や降雨時に冠水被害を防止するため仮設ポンプによる強制排水を行うことで、歩行者及び車両の
円滑な通行を確保するとともに、被害の拡大防止が図られた。

　・設置箇所数（一般会計分）

   　 　23箇所

　　 　北上川右岸（住吉、中央、門脇地区）、流留・赤堀・沢田地区等に設置した。

　・設置箇所数（下水道特別会計分）

成果に係る評価

　高潮や降雨時に仮設ポンプを稼働させることにより、冠水被害の拡大防止が図られ、地域住民の安全
に寄与できた。
　本設のポンプ場完成まで、冠水被害を軽減するため、事業を継続する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

105,400,000 104,055,978 102,893,000 1,162,978
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石巻 φ150～250㎜ 施工延長 施工延長累計

河北 φ150㎜ 施工延長 施工延長累計

河南 φ200㎜ 施工延長 施工延長累計

北上 φ150㎜ 施工延長 施工延長累計

牡鹿 φ150㎜ 施工延長 施工延長累計

桃生 φ 50mm～ 施工延長累計

雄勝 φ 75mm～ 施工延長累計

平成28年度施工延長合計

施工済み延長累計 圧送φ50～1350㎜ 630,183.24ｍ（石巻･河北･河南･桃生･雄勝･北上･牡鹿)

石巻  40.59ha　整備面積累計　1,753.80ha 河北 0.67ha　整備面積累計　192.57ha

河南   1.22ha　整備面積累計　　453.53ha 桃生 0.00ha　整備面積累計　180.89ha

北上   0.00ha　整備面積累計　 　62.80ha 牡鹿 0.99ha　整備面積累計 　69.85ha

平成28年度整備面積合計    43.47ha   (石巻･河北･河南･桃生･北上･牡鹿）

整備済み面積累計 2,713.44ha  （石巻･河北･河南･桃生･北上･牡鹿)

　普及率：宮城県平均に対しまだ低い水準にあるが、前年度との比較では0.9％の伸びとなっている。

(防集事業を含む。)

80.9％

Ｈ28

70.6％

73.1％

51.9％

35.4％ 90.2％

66.0％

37.3％

59.8％

86.0％

57.6％

58.7％

76.0％

※普及率及び整
備率：震災によ
る下水道管被災
や避難状況は反
映していない。

73.2％

54.1％

Ｈ27
地区

石巻

河北

桃生

計

35.2％

63.5％

河南

Ｈ27

56.2％

下流
流域

単独

予算の執行状況
決算額

586,448,293

64.4％

74.1％

廃止

北上

成果に係る評価

38.1％ 100.0％

89.0％

合　計

38.4％

牡鹿

廃止

河北

10,191.26ｍ

75.9％

80.8％

44.3％

57.9％

予算額

638,411,880

決算額の財源内訳

事業収入

64,214,293308,700,000

地方債国(県)支出金

213,534,000

44.4％

汚水

下流
東部
流域

予
算
科
目 1

2
目

2 款 建設費

公共下水道建設費

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　平成28年度公共下水道建設事業実績

1　汚水管渠施設施工延長

59.7％

66.7％

廃止

75.8％

事業コード

Ｈ28

88.5％

70.6％

目的及び事業内容

100.0％

66.0％64.9％

1 項

総
合
計
画

公共下水道建設費
特定環境保全公共下水道建設費

(  )

自然環境を保全する

石巻

計

66.2％

雄勝

2　汚水処理整備面積施工実績

005-001-001-00207 事　業　名 公共下水道建設事業

第 1 節

( 1 )

(  )

(  )

第 5 章

公共下水道建設事業費、特定環境保全公共下水道建設事業費
（下水道事業特別会計）

　生活環境の改善及び公共用水域の水質保全、大雨による浸水被害の防除を図るため、公共下水道を整
備する。
　・全体計画面積　4,112.8ha
　・全体計画処理人口　110,180人

12,586.95ｍ

22,447.91ｍ

129.12ｍ

27,325.63ｍ

41.1％

8,788.60ｍ

(鹿又地区を含む。)

26,854.46ｍ439.80ｍ

687.21ｍ

(防集事業を含む。)

復
興
計
画

心ゆたかな誇れるまち

豊かな自然を次世代に
継承する

整備率普及率

65.8％

37.5％

59.7％

71.5％

廃止

78.3％

  下水道施設は健全な都市環境に欠かせない社会資本であり、今後も更なる整備が求められているが、
東日本大震災による災害復旧・復興事業と並行して新たな面整備事業を行っており、国からの予算や人
員等の確保など厳しい面もあるが、効率的に事業を進めていく必要がある。

その他

（単位：円）

Ｐ95 中　事　業

421,692.09ｍ

41,335.70ｍ

77,940.50ｍ

(県移管分を含む。)

146.53ｍ
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3,306 千円

2  委託関係等

事業費 負担金

北上川下流流域・北上川下流東部流域連絡管渠設計

効率的な事業実施のための計画策定 1,250 千円 257 千円

369,881 千円 50,624 千円

千円

44.4％

70.6％

58.7％

80.9％

整備率

石巻地区

86.0％

普及率

石巻地区

44.3％

82.2％ 88.5％

41.1％

桃生地区

桃生地区 70.5％ 70.6％

57.6％

77.3％ 80.8％

河北地区 43.4％

河北地区 39.0％

54.5％ 56.2％

　宮城県が浄化センター及び幹線管渠等を整備することにより、流域関連公共下水道として面的整備工
事を実施できることから、水洗化の普及が図られ、公共用水域の水質保全及び生活環境の改善に寄与し
た。

主な指標項目 地区別 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

その他（事務費、元利償還負担等） 11,534 千円 4,824 千円

計 30,886 千円 8,798

2,000 千円 411 千円

ストックマネジメントを考慮した次期長寿命化計画策定 16,102 千円

47,190 千円 6,459 千円

59,695 千円 8,170 千円石巻東部浄化センター用水管等長寿命化工事

負担金

石巻東部浄化センター運転制御設備（水処理）長寿命化工事 80,093 千円 10,962 千円

千円25,033

予算の執行状況
予算額

59,422,000

決算額の財源内訳

決算額

59,421,815

その他

（単位：円）

流域下水道建設費

成果に係る評価

事業コード

  石巻市、女川町を構成市町とする県営の北上川下流東部流域下水道事業における、処理施設、管渠等
の整備費の一部を、北上下流東部流域下水道建設費に係る費用負担に関する覚書（Ｈ27.2.20）及び下
水道法の規定に基づき負担するものである。

負担額＝（県営事業費-国庫負担額）×1/2×市町負担割合
石巻市：82.12％  女川町：17.88％

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　宮城県において、震災を踏まえた流域下水道の全体計画の見直しを行い、関連市町との調整を図りな
がら計画的に浄化センターや幹線管渠の整備を図ることにより、水洗化の普及を行うとともに、公共水
域の水質保全及び生活環境の改善が図られる。

業務等名称

2 項

総
合
計
画

流域下水道建設費

(  )
予
算
科
目

1 目

2 款

　平成28年度北上川下流東部流域下水道建設費県営事業負担金実績

中　事　業

工事等名称 事業費

事　業　名

(  )

第 5 章

自然環境を保全する (  )

建設費

321,81559,100,000

地方債国(県)支出金

流域下水道建設費県営事業負担金（下水道事業特別会計）

事業収入

石巻東部浄化センター汚泥脱水設備（機械）長寿命化工事 182,903 千円

計

北上川下流東部流域下水道建設費県営事業負担金

石巻東部浄化センター汚泥脱水設備（電気）長寿命化工事

1  工事関係

第 1 節

( 1 )

復
興
計
画

心豊かな誇れるまち

豊かな自然を次世代に
継承する

　事業内容
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1,250 千円 226 千円

業務等名称

2  委託関係等

事業費 負担金

効率的な事業実施のための計画策定（連絡管） 2,000 千円 361 千円

石巻浄化センター水処理施設（2系2/2）増設付帯（防食）工事

千円石巻浄化センター機械濃縮電気設備工事 24,750 千円

計 533,859 千円 76,886 千円

千円

14,938 千円 2,698 千円

石巻浄化センター機械濃縮機械設備工事 63,000 千円 7,586 千円

千円 4,774 千円

石巻浄化センター遠方監視装置長寿命化工事 千円千円 11,80565,355

千円

27,900 千円 3,360 千円

千円

千円 2,708

2,980

54,869

その他（事務費、元利償還負担等） 15,816 千円 5,717

石巻浄化センター汚泥処理棟耐震補強詳細設計 21,000 千円 3,793

36.5％ 37.5％

千円

普及率
37.3％

66.0％

主な指標項目

計

Ｈ28

64.7％

千円55,004

Ｈ26

　宮城県が浄化センター及び幹線管渠等を整備することで流域関連公共下水道として面的整備工事を実
施できることから、水洗化の普及が図られ、公共用水域の水質保全及び生活環境の改善に寄与した。

Ｈ27

65.8％

地区別

80,271

石巻地区 51.9％ 54.1％50.1％

河南地区

石巻地区

89,600,000

　宮城県において、震災を踏まえた流域下水道の全体計画の見直しを行い、関連市町との調整を図りな
がら計画的に浄化センターや幹線管渠の整備を図ることにより、水洗化の普及を行うとともに、公共水
域の水質保全及び生活環境の改善が図られる。

（単位：円）

地方債国(県)支出金

76.0％

予算の執行状況
予算額

89,681,000

決算額の財源内訳

決算額

建設費

流域下水道建設費

流域下水道建設費県営事業負担金（下水道事業特別会計）

　事業内容

千円

第 5 章
復
興
計
画

項

成果に係る評価

事業コード

  石巻市、東松島市を構成市とする県営の北上川下流流域下水道事業における、処理施設、管渠等の整
備費の一部を、北上下流流域下水道建設費に係る費用負担に関する覚書（Ｈ27.2.20）及び下水道法の
規定に基づき負担するものである。

　負担額＝（県営事業費-国庫負担額）×1/2×各市負担割合
　石巻市：72.25％  東松島市：27.75％

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

予
算
科
目

1 目

2 款

2

12,795

ストックマネジメントを考慮した次期長寿命化計画策定

効率的な事業実施のための計画策定

千円

石巻浄化センター汚泥処理棟耐震補強工事 14,991

事業収入

89,680,271

その他

整備率
53.3％

河南地区

75.8％

心豊かな誇れるまち

事　業　名

(  )

　平成28年度北上川下流流域下水道建設費県営事業負担金実績

石巻浄化センター汚水ポンプインバーター装置長寿命化工事 26,431

千円

総
合
計
画

( 1 )

豊かな自然を次世代に
継承する

(  )

6,607

負担金

石巻浄化センター水処理施設（2系2/3）電気設備工事

18,550 千円

1  工事関係

154,052 千円石巻浄化センター水処理施設（2系2/2）機械設備工事

18,516

工事等名称 事業費

中　事　業

北上川下流流域下水道建設費県営事業負担金

千円

第 1 節

自然環境を保全する (  )流域下水道建設費

矢本ポンプ場自家発電設備工事 102,511
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Ｈ29 100％ － －

浮遊生物法
（回転式活性汚泥方式）

2,120人

Ｈ28 58.8％ 58.8％ 100.0％

浮遊生物法
（回転式活性汚泥方式）

22.7㎞ 真空式

区分
全体事業計画進捗率

達成率
目標値 実績等

　河南地区（定川・和渕・笈入）の管路施設及び処理施設の機能診断調査を行った。

管路延長

　機能診断実施施設

自然流下式

2,180人

1,830人

処理施設

処理方法

生物膜法
（活性汚泥併用生物膜方式）

005-001-001-01067 事　業　名 農業集落排水施設最適整備構想策定事業

第 1 節 (  )

心ゆたかな誇れるまち

Ｐ94 中　事　業

総
合
計
画

管理費

(  )

第 5 章

2,000,000

農業集落排水施設管理費（農業集落排水事業特別会計）

定川

地方債 事業収入

収集方式

8.3㎞

処理人口

予
算
科
目

1 目

1 款
復
興
計
画

豊かな自然を次世代に
継承する

自然環境を保全する( 1 )

項

農業集落排水施設費

(  )

12.1㎞

自然流下式

　河南地区（定川・和渕・笈入）の管路施設及び処理施設の機能診断調査を行った。

地区名

和渕

笈入

施設管理費

管路施設

その他

成果に係る評価

事業コード

　既存施設の調査・機能診断を実施し、長寿命化に繋がる最適整備構想策定を行う。更に最適整備構想
を策定することで、適時適切な修繕と更新を行うことにより、施設の長寿命化を図るとともに維持費の
平準化を図ることを目的とする。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　河南地区（定川・和渕・笈入）の管路施設及び処理施設の機能診断調査を行う事により、各施設の老
朽化等現状を把握することができ、平成29年度実施予定の農業集落排水施設最適整備構想策定に結びつ
けることができた。

国(県)支出金

（単位：円）

2

予算の執行状況
予算額

6,000,000

決算額の財源内訳

決算額

5,940,000 3,940,000
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予
算
科
目

2 款 建設費
総
合
計
画

第 5 章

1 目 浄化槽整備推進事業費 ( 1 )

(  )

自然環境を保全する (  )

1 項 浄化槽建設費 第 1 節
豊かな自然を次世代に
継承する

(  )

心ゆたかな誇れるまち

実施計画
掲載ページ

Ｐ94 中　事　業 浄化槽整備推進事業費（浄化槽整備事業特別会計）

事業コード 005-001-001-00612 事　業　名 浄化槽市町村整備推進事業

復
興
計
画

目的及び事業内容

　北上総合支所所管区域内の公共下水道以外の区域を対象に、生活排水による公共用水域の水質汚濁を
防止するため、浄化槽を整備することにより、生活環境の改善及び公衆衛生の向上に資することを目的
とする。

取　組　実　績

5人槽 7人槽 10人槽 計

設置基数 1基 1基 0基 2基

工事金額 1,004,400円 1,242,000円 0円 2,246,400円

成　　　　果

主な指標項目 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

設置基数 3基 3基 2基

成果に係る評価

　豊かな自然環境を次世代に継承するためには、公共下水道等の集合処理施設の整備と併せ、集合処理
区域外の浄化槽整備も並行して引き続き推進する必要がある。
  平成28年度はほぼ前年同数で、市町村設置型の浄化槽の整備を進めることができた。今後も、市町村
設置型の浄化槽整備の推進のためには、事業を継続する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

2,296,000 2,295,158 642,000 1,653,158
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予
算
科
目

2 款 建設費
総
合
計
画

第  章

2 目 東日本大震災関係費 (  )

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

1 項 浄化槽建設費 第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

実施計画
掲載ページ

Ｐ157 中　事　業 浄化槽復興整備事業費（浄化槽整備事業特別会計）

事業コード 001-301-005-00616 事　業　名 浄化槽集中導入事業（市町村設置型）〔復興交付金〕

復
興
計
画

目的及び事業内容

　北上総合支所管内の公共下水道以外の区域において、東日本大震災による浸水区域内の住宅等及び防
災集団移転促進事業造成団地に新築する住宅等対象に、また、北上・雄勝・牡鹿総合支所所管内におい
て、公共下水道の代替施設として、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、浄化槽を整
備することにより、市民生活の復興を図るとともに、生活環境の改善及び公衆衛生の向上に資すること
を目的とする。

取　組　実　績

5人槽 7人槽 10人槽 計

工事金額 15,910,560円 13,154,400円 0円 29,064,960円

設置基数 16基 11基 0基 27基

成　　　　果

主な指標項目 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

設置基数 11基 30基 27基

成果に係る評価

　平成28年度は前年度から引き続き、北上地区での防災集団移転促進事業と公共下水道代替施設の整備
が進んだことから設置基数が前年度と比較してほぼ同数となった。
　防災集団移転促進事業による浄化槽整備は続くことから、事業が終了する平成30年度まで、浄化槽集
中導入事業を継続する必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

29,065,000 29,064,960 2,100,000 26,964,960
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％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

（戸建住宅地供給）

戸 戸 戸 ％

戸 戸 戸 ％

戸 戸 戸 ％

Ｈ24

　・事業計画認可　平成24年7月20日

8,288,033 1,483,224

計画額

375,000

総事業費

960,038

計画額
累　計

324

81.6Ｈ27

88.2330,8689,974,179

100

Ｈ28 9,598,410 803,870

730

97,559,5011,679,566,171 1,575,448,473

8,532,986 86.9 97.7

Ｈ28 730

事業収入地方債

1,477,888,972

成果に係る評価

成　　　　果

　土地区画整理の実施により、早急な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進を
図っており、宅地造成等工事、宅地供給が完了した。

320

供給数累計

86

406

中　事　業 新蛇田地区事業費（市街地開発事業特別会計）

　・都市計画決定　平成24年3月30日

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 その他

(  ) 都市基盤の復旧・復興

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地（46.45ha）を形成する。

取　組　実　績

3,268,0009,870,000

9,974,179

実施計画
掲載ページ

Ｐ139

復
興
計
画

減災まちづくりの推進

事業コード

目的及び事業内容

001-301-001-00698 事　業　名 土地区画整理事業（新蛇田地区）〔復興交付金〕

目 新蛇田地区事業費

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

2

1 項
震災復興土地区画整理
事業費

決算額
累　計 実績等

　平成24年度からの継続事業として、平成28年度においても宅地造成等工事、調査・設計業務等を実施
し、戸建住宅地324戸を供給した。

みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 1 )

第  節

Ｈ25

目標値

57.3

Ｈ26 6,925,000

( 3 )

( 1 )

（単位：千円）

達成率

730

730

76.3

3,592,568

成果指標

3.8

39.8

3,007,830

3,967,568

決算額

66.3

70.2

　宅地供給が完了し、住宅再建が進んでいる。
　今後は、換地処分等の業務を進めていく必要がある。

11.8

55.6

計画総数

Ｈ26

Ｈ27

10,198,320 81.3

進捗率

1,575,448

5,281,835

88.9

6,765,059

86

53.5

1,943,137 2,274,005

8,340,507

375,000

供給実績

330,868

22.8

3.3
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％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

（戸建住宅地供給）

戸 戸 戸 ％

戸 戸 戸 ％

3,470,000 206,088 3,160,373 96.2 87.6 91.1

Ｈ27 129 114 129

Ｈ26

3,521,000 2,717,000

Ｈ28 3,607,000 143,000

100

3,607,000 499,000

供給数累計

3,327,000 1,821,911

172 15 15 8.7

3,607,000

計画総数 供給実績 進捗率

Ｈ27

Ｈ24

3,607,000 1,542,000

22,130

280,744,850 206,088,030

成果指標計画額
累　計

132,000

2,954,285

22,130

501,762

3.7

206,088,030

事業収入

達成率

16.8

32.5

41.7

実績等

0.6

42.8

77.2

88.892.2

総事業費 計画額

132,000

1,410,000

1,306,000

81.9

成果に係る評価

　宅地供給は前年度に完了し住宅再建が進んでいる中、換地処分を完了した。
　今後は事業完了に向け業務を進めていく必要がある。

479,632

630,612 32.2

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

国(県)支出金 地方債 その他

決算額の財源内訳

事業コード 001-301-001-00701 土地区画整理事業（新渡波地区）〔復興交付金〕

成　　　　果

取　組　実　績

Ｈ25

Ｈ26

13.9

1,132,374

予
算
科
目

実施計画
掲載ページ

Ｐ140 中　事　業 新渡波地区事業費（市街地開発事業特別会計）

1 項

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地（17.75ha）を形成する。

( 3 ) 減災まちづくりの推進

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章
みんなで築く災害に強
いまちづくり

3 目 新渡波地区事業費

震災復興土地区画整理
事業費

第  節

( 1 )

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興(  )

復
興
計
画

事　業　名

（単位：千円）

　土地区画整理の実施により、早急な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進を
図っており、宅地造成等工事、換地処分が完了した。

　平成24年度からの継続事業として、平成28年度においても調査・設計業務、宅地造成等工事、換地処
分等を実施した。

決算額
累　計

決算額
目標値

　・都市計画決定　平成24年8月7日

　・事業計画認可　平成24年12月27日

- 379 -



％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

（戸建住宅地供給）

戸 戸 ％

　土地区画整理の実施により、早急な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進を
図っており、換地処分が完了した。

成　　　　果
95.1

Ｈ27 83 83 100

1,108,575 1,968,096

進捗率

事　業　名 土地区画整理事業（新渡波西地区）〔復興交付金〕

(  )

( 3 ) 減災まちづくりの推進

84.4 80.3

( 1 )
予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

目

みんなで築く災害に強
いまちづくり

1 項
震災復興土地区画整理
事業費

第  節

復
興
計
画

　平成25年度からの継続事業として、平成28年度においても調査・設計業務、換地処分等を実施した。

実施計画
掲載ページ

Ｐ140 中　事　業 新渡波西地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード 001-301-001-00702

4

　・都市計画決定　平成24年11月27日

実績等

成果指標

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

計画総数 供給実績

Ｈ26

新渡波西地区事業費

成果に係る評価

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地（11.13ha）を形成する。

取　組　実　績

地方債 その他

Ｈ27 2,452,000 613,200 2,068,500

決算額の財源内訳

76,761,956

  宅地供給は前年度に完了し住宅再建が進んでいる中、換地処分を完了した。
　今後は事業完了に向け業務を進めていく必要がある。

事業収入

総事業費

2,452,000

2,492,000

計画額
計画額
累　計

77,678,000 76,761,956

国(県)支出金

Ｈ25 754,260

709,040

（単位：千円）

決算額

240,452

619,069

決算額
累　計

240,452

目標値

9.8

　・事業計画認可　平成25年3月28日

859,521

達成率

31.9

58.7

754,260

1,463,300 34.5

30.8

58.7

95.8 87.2 91.0Ｈ28 2,345,000 280,900 2,247,400 76,762 2,044,858
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％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

（戸建住宅地供給）

戸 戸 ％

（単位：千円）

71,331 1,458,924 91.3 100 100

1,387,593

達成率

61.6

78.1

  宅地供給は前年度に完了し住宅再建が進んでいる中、換地処分を実施し、事業を完了した。

Ｈ27 42 42 100

97.2547,390

決算額
累　計

416,342

840,203

実績等

計画総数 供給実績 進捗率

Ｈ27 96.2

49.4

77.5

30.4

60.5423,861

98.9

1,369,000

1,389,000

1,443,000

Ｈ28 1,458,924

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金

74,171,750 71,331,143 71,331,143

416,342

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地（5.60ha）を形成する。

取　組　実　績

　平成25年度からの継続事業として、平成28年度においても調査・設計業務、換地処分等を実施した。

地方債 その他 事業収入

成　　　　果

実施計画
掲載ページ

Ｐ139 中　事　業 あけぼの北地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード

目 ( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

成果指標

目標値

成果に係る評価

予算の執行状況

第  節

決算額

Ｈ25

Ｈ26

総事業費

　土地区画整理の実施により、早急な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進を
図っており、換地処分が完了した。

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

　・都市計画決定　平成25年2月19日

　・事業計画認可　平成25年4月25日

5 あけぼの北地区事業費 (  )

減災まちづくりの推進( 3 )

001-301-001-00700 事　業　名 土地区画整理事業（あけぼの北地区）〔復興交付金〕

1 項
震災復興土地区画整理
事業費

第  章
みんなで築く災害に強
いまちづくり復

興
計
画

( 1 )
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％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

（戸建住宅地供給）

戸 戸 戸 ％

戸 戸 戸 ％Ｈ28 417 224 312 74.8

Ｈ28 6,456,000 2,446,632 6,022,149 2,196,261

　・都市計画決定　平成25年2月19日

　・事業計画認可　平成25年10月24日

　平成25年度からの継続事業として、平成28年度においても調査・設計業務、宅地造成工事等を実施
し、戸建住宅地224戸を供給した。

達成率

11.1

34.22,239,0001,485,000 17.0

18.2

5,770,778

Ｈ27 417 88 88 21.1

計画総数 供給実績 供給数累計

49.8978,819 1,114,403

進捗率

93.3 89.4 95.8

58.5 53.1 90.8

成果指標

目標値 実績等
決算額
累　計

135,584 135,584 2.0

復
興
計
画

( 1 )

決算額

( 1 )

（単位：千円）

みんなで築く災害に強
いまちづくり

都市基盤の復旧・復興

減災まちづくりの推進

Ｈ25

Ｈ26

総事業費 計画額
計画額
累　計

745,000 745,000

6,542,000

6,703,000

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

6 目 新蛇田南地区事業費 (  )

事　業　名 土地区画整理事業（新蛇田南地区）〔復興交付金〕

予
算
科
目

1 項
震災復興土地区画整理
事業費

第  節 ( 3 )

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地（27.38ha）を形成する。

取　組　実　績

実施計画
掲載ページ

Ｐ139 中　事　業 新蛇田南地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード 001-301-001-00699

　供給した戸建住宅地では、住宅の再建が進んでいる。
　今後も、被災され今なお不自由な生活を余儀なくされている方々の一刻も早い仮設住宅からの移転、
住宅再建のための集団移転先の早急な確保及び、良好かつ健全な市街地の形成に向けた土地区画整理事
業を推進していく必要がある。

成　　　　果

　土地区画整理の実施により、早急な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進を
図っている。

成果に係る評価

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 その他 事業収入

2,242,049,829 2,196,260,508 142,900,000 1,329,281,400 724,079,108

地方債

Ｈ27 6,734,011 1,706,000 3,938,011 2,460,114 3,574,517
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％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％Ｈ28 2,704,300 331,000 2,525,800 1,073,639 1,886,125

都市基盤の復旧・復興

（単位：千円）

26.5 9.6

目標値 実績等

( 1 )

決算額
累　計

達成率

( 1 )
復
興
計
画

市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

( 3 )

目的及び事業内容

1 項
震災復興土地区画整理
事業費

第  節

事業コード 001-301-001-00919

実施計画
掲載ページ

Ｐ140

予
算
科
目

みんなで築く災害に強
いまちづくり

目
新蛇田南第二地区事業
費

(  )

款1

7

成　　　　果

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧復興を図り、震災により移転を余儀なくされた
市民の集団移転先として新蛇田地区、新蛇田南地区の整備を進めているが、その両地区へ移転される市
民の住環境の向上を図るべく公共公益的施設を整備するとともに、良好かつ健全な市街地（13.70ha）
を形成する。

Ｈ27 2,730,000

減災まちづくりの推進

土地区画整理事業（新蛇田南第二地区）〔復興交付金〕

取　組　実　績

事　業　名

中　事　業 新蛇田南第二地区事業費（市街地開発事業特別会計）

　宮城県石巻合同庁舎移転新築用地供給済。平成29年度以降に公益施設用地の供給を予定している。
　今後も、被災され新蛇田、新蛇田南地区に移転される方々の住環境向上のため土地区画整理事業を推
進していく必要がある。

　造成工事等の実施により、早急な都市基盤の復旧・復興、集団移転される市民の住環境向上のため、
事業の推進を図っている。

その他 事業収入

78.0 29.8

2,638,500Ｈ26

成果に係る評価

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

1,088,180,840 1,073,639,574 141,300,000

812,486

251,996

93.4 69.7

932,339,574

地方債

74.7

国(県)支出金

　平成26年度からの継続事業として、平成28年度においても調査・設計業務、造成工事等を実施した。

総事業費

36.0

1,112,000 38.1

計画額
累　計

成果指標

251,996

計画額

700,000 700,000

2,130,000 560,490

　・都市計画決定　平成25年10月22日

　・事業計画認可　平成26年5月1日

決算額
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　施行面積：23.7ha 施行期間：平成25年度～平成30年度 総事業費（Ａ）：9,938,040千円

　事業計画変更を経て、下記のとおり業務及び工事等に着手・実施した。

　・都市計画決定　平成25年2月19日

　・事業計画決定　平成25年9月20日、第1回変更：平成26年5月27日、第2回変更：平成28年3月10日

【平成28年度事業実施概要】

（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※　目標値及び実績値については、過年度からの累計値としている。

実績値（Ｆ）

その他 事業収入

12.0 12.0

93.0

（Ｄ／Ａ） （Ｆ／Ｅ）

達成値

決算額
決算額累計 目標値（Ｅ）

100.0

2,875,961,000 2,689,137,245 2,689,137,245

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

Ｈ28

99.4

Ｈ25 1,193,441 1,192,726 1,192,726

2,875,961 2,689,137 7,570,289 81.7 76.2 93.3

Ｈ27 2,154,710 1,812,001 4,881,152 52.8 49.1

目的及び事業内容

換地設計一式、実施設計一式　他

事業内容
取　組　実　績

（Ｂ／Ａ）（Ｄ）

　被害が甚大であった新門脇地区は、市民の安全確保を第一に考え、多重防御による災害に強いまちづ
くりを目指した住居系ゾーンとして位置づけられている。また、地域からの早期再建を望む声も大き
く、土地区画整理事業により、地域南部に計画されている高盛土道路整備をはじめ、避難の障害となっ
た狭隘道路や袋小路の解消、高台への安全な避難路の確保等、安全安心な市街地を形成するとともに、
地域人口の流出を抑制し、住宅再建の推進を図る。

【認可関係】

項目

設計業務

　事業計画変更を経て、地権者への仮換地説明会等を実施し、地区内の仮換地指定率：約99％（地権者
割合）を達成した。
　また、設計業務、宅地造成及び道路築造工事、用地補償等を実施することにより、ライフライン等の
整備が約90％の完成となり、約90％の宅地の使用収益を開始し、都市基盤の復興に向けた事業の推進が
図られた。

年度
予算額

成　　　　果

Ｈ26 1,897,752 1,876,425 3,069,151 31.1

2 目 新門脇地区事業費 (  ) ( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

実施計画
掲載ページ

Ｐ141、146 中　事　業 新門脇地区事業費（市街地開発事業特別会計）

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に
強いまちづくり

2 項

1 款 市街地開発事業費

成果に係る評価

　被災された方々が、一日も早く安全安心な住宅地としての生活基盤を構築し、再建できるよう、土地
区画整理事業を推進してきた。
　他事業（高盛土道路、河川堤防及び上下水道等のインフラ整備）関係機関とのスケジュール調整を綿
密に行いながら、効率的に継続して事業を実施していく必要がある。

減災まちづくりの推進
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節 ( 3 )

総
合
計
画

第  章
予
算
科
目

公共施設等工事

移転補償

（Ｂ）

移設工事

建物：1件、工作物：3件、損失：8件

電柱：1本、ガス管：100ｍ、（新設）650ｍ、地下ケーブル：100ｍ　他

がれき撤去：2,700㎥、側溝設置：5,440ｍ、
宅地整地（盛土等）：56,500㎥、仮設工事一式　他

成果指標

事業コード
001-301-001-00704、
003-00836、00960

事　業　名
土地区画整理事業（新門脇地区）　　　　　〔復興交付金〕
街路整備事業（南光門脇線、門脇稲井線、大街道石巻港線）

30.9
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  下記のとおり業務及び工事等を推進・実施した。

・都市計画決定　平成25年2月19日

・事業計画決定　平成25年9月20日、第1回変更：平成26年5月21日、

第2回変更：平成27年9月25日

【平成28年度事業実施概要】

（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※　目標値及び実績値については、過年度からの累計値としている。

1,421,359 32.5 27.1 83.4

Ｈ28 1,778,910357,551 40.1 33.9 84.5

Ｈ27 648,290 442,427

その他

357,551,276

予算額

400,770,552

400,771

成果に係る評価

　被災された方々が、一日も早く安全安心な住宅地としての生活基盤を構築し、再建できるよう、土地
区画整理事業を推進してきた。
　土地利用計画が確定していない地権者もいることから、二線堤の早期整備を図る等、可住地区として
の安心感を創出していく必要がある。

予算の執行状況
決算額

国(県)支出金 地方債

決算額の財源内訳

事業収入

9.8 9.8 100.0

（Ｂ） （Ｄ）

項目

公共施設等工事

（Ｂ／Ａ） （Ｄ／Ａ）

建物：3件、工作物：13件、立木：1件

ＮＴＴ管路：（撤去）180ｍ、ガス管：（新設）518ｍ、（撤去）556ｍ、
電柱：51本　他

がれき撤去：322㎥、側溝設置：3,195ｍ、雨水本管工：164ｍ、
上水道布設：1,730ｍ、宅地整地：37,104㎡、用地管理：55,777㎡、
仮設工事一式　他

換地設計一式、実施設計一式　他

事業内容

目的及び事業内容

　被害が甚大であった湊東地区では、土地区画整理事業により、避難路や避難の障害となった狭隘道路
や袋小路を解消する公共施設を整備し、消防・救急活動や災害時の避難の円滑化を図ることで、安全安
心な市街地を形成するとともに、地域人口の流出を抑制するため、復興公営住宅の配置を含めて住宅再
建や産業の再生を促す。

　　施行面積：29.6ha　　施行期間：平成25年度～平成31年度　　総事業費（Ａ）：5,242,014千円

【認可関係】

Ｈ26 542,104 464,562 978,932 20.1 18.7

移転補償

成　　　　果

　地権者への個別説明を実施し、仮換地指定率：約96％（地権者割合）を達成した。
　また、設計業務、宅地造成及び道路築造工事、用地補償等を推進したことにより、都市基盤の復興に
向けた事業の進捗が図られた。

年度
予算額

取　組　実　績

Ｈ25 515,650 514,370

実施計画
掲載ページ

Ｐ141 中　事　業 湊東地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費

001-301-001-00706 事　業　名 土地区画整理事業（湊東地区）〔復興交付金〕

3 目 湊東地区事業費 (  ) ( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

総
合
計
画

第  章

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に
強いまちづくり

( 3 ) 減災まちづくりの推進

決算額
決算額累計 目標値（Ｅ） 実績値（Ｆ）

357,551,276

移設工事

達成値

（Ｆ／Ｅ）

設計業務

成果指標

93.0

（単位：円）

514,370
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  第2回事業計画変更を経て、下記のとおり業務及び工事等を推進・実施した。

・都市計画決定　平成25年3月29日

・事業計画決定　平成25年9月20日、第1回変更：平成26年5月21日

　第2回変更：平成28年8月12日

【平成28年度事業実施概要】

（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※　目標値及び実績値については、過年度からの累計値としている。

1,104,894

　被災された方々が、一日も早く安全安心な住宅地としての生活基盤を構築し、再建できるよう、土地
区画整理事業を推進してきた。
　土地利用計画が確定していない地権者もいることから、二線堤の早期整備を図る等、可住地区として
の安心感を創出していく必要がある。

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

Ｈ27

509,225 507,221 12.7 12.7

475,523,144 429,581,632 429,581,632

91.7405,511

475,523 429,582 1,939,987

41.2 37.8

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

　第2回事業計画変更を経て、地権者への個別説明を実施し、仮換地指定率：約89％（地権者割合）を
達成した。また、設計業務、宅地造成及び道路築造工事、用地補償等を推進したことにより、都市基盤
の復興に向けた事業の進捗が図られた。

　被害が甚大であった湊北地区では、土地区画整理事業により、避難路や避難の障害となった狭隘道路
や袋小路を解消する公共施設を整備し、消防・救急活動や災害時の避難の円滑化を図ることで、安全安
心な市街地を形成するとともに、地域人口の流出を抑制するため、復興公営住宅の配置を含めて住宅再
建や産業の再生を促す。

　　施行面積：14.8ha　　施行期間：平成25年度～平成30年度　　総事業費（Ａ）：3,998,341千円

設計業務

（Ｆ／Ｅ）

実施計画
掲載ページ

成果に係る評価

603,365 597,673 27.8 27.6 99.3成　　　　果

507,221

1,510,405

Ｈ25

予
算
科
目

都市基盤の復旧・復興

1 款

2

Ｈ28

事業コード 001-301-001-00705 事　業　名

目的及び事業内容

取　組　実　績

【認可関係】

項目

移設工事

公共施設等工事

建物：6件、工作物：8件

ＮＴＴ管路：（新設）185ｍ、ガス管：（新設）564ｍ、
（撤去）573ｍ、電柱：26本　他

がれき撤去：719㎥、側溝設置：1,374ｍ、上水道布設：1,061ｍ、
雨水本管工：338ｍ、宅地整地：28,087㎡、用地管理：34,052㎡、
仮設工事一式　他

換地設計一式、実施設計一式　他

事業内容

100.0

Ｈ26

（Ｄ）

53.1 48.5 91.3

( 1 )

予算額
成果指標

達成値
目標値（Ｅ） 実績値（Ｆ）

土地区画整理事業（湊北地区）
街路整備事業（湊中央線）〔復興交付金〕

（Ｄ／Ａ）

決算額累計

（Ｂ／Ａ）

移転補償

（Ｂ）
決算額

Ｐ141 中　事　業 湊北地区事業費（市街地開発事業特別会計）

年度

535,410

4 目 湊北地区事業費 (  )

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に
強いまちづくり

市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

( 3 ) 減災まちづくりの推進項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節
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  事業計画変更を経て、下記のとおり業務及び工事等に着手・実施した。

・都市計画決定　平成25年3月29日

・事業計画決定　平成25年11月1日、第1回変更：平成26年5月21日、

第2回変更：平成27年1月16日、第3回変更：平成27年10月19日

【平成28年度事業実施概要】

（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※　目標値及び実績値については、過年度からの累計値としている。

工作物：1件

電柱：31本、架空線：1,800ｍ　他

がれき撤去：1,240㎥、側溝設置：2,770ｍ、舗装：12,630㎡、
仮設工事一式、他

換地設計一式、実施設計一式　他

Ｈ25 388,806 387,293 387,293 14.7 14.6 99.3

33.4 32.7 97.9

676,693,281

95.9Ｈ27

取　組　実　績

成　　　　果

第  節

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

5 目 下釜第一地区事業費 (  )

事　業　名
土地区画整理事業（下釜第一地区）
街路整備事業（釜大街道線）〔復興交付金〕

目的及び事業内容

　被害が甚大であった下釜第一地区では、市民の安全確保を第一に考え、多重防御による災害に強いま
ちづくりを目指した住居系ゾーンとして位置づけており、土地区画整理事業により、地域南部に計画さ
れている高盛土道路整備をはじめ、袋小路の解消や地域の基幹となる生活（避難）道路等、安全安心な
市街地を形成するとともに、地域人口の流出を抑制し、住宅再建の推進を図る。

　　施行面積：12.1ha　　施行期間：平成25年度～平成29年度　　総事業費（Ａ）：2,652,985千円

333,834 302,264 1,168,767 46.0 44.1

Ｈ26 495,361 479,210 866,503

（Ｆ／Ｅ）

事業内容

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に
強いまちづくり

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

( 3 ) 減災まちづくりの推進

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

実施計画
掲載ページ

Ｐ142、147 中　事　業 下釜第一地区事業費（市街地開発事業特別会計）

予
算
科
目

事業コード
001-301-001-00703
001-301-003-00838

【認可関係】

項目

設計業務

公共施設等工事

成果指標
達成値

決算額
決算額累計 目標値（Ｅ） 実績値（Ｆ）

移設工事

移転補償

　事業計画変更を経て、地権者への仮換地説明会等を実施し、地区内の仮換地指定率：100％を達成し
た。
　また、設計業務、宅地造成及び道路築造工事、用地補償等を実施することにより、ライフライン等の
整備が完了し、約85％の宅地の使用収益を開始し、都市基盤の復興に向けた事業の推進が図られた。

年度
予算額

（Ｂ） （Ｄ） （Ｂ／Ａ） （Ｄ／Ａ）

成果に係る評価

　被災された方々が、一日も早く安全安心な住宅地としての生活基盤を構築し、再建できるよう、土地
区画整理事業を推進してきた。
　土地利用計画が確定していない地権者もいることから、二線堤の早期整備を図る等、可住地区として
の安心感を創出していく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 事業収入

685,590,518 676,693,281

Ｈ28 685,591 676,693 1,845,460 71.8 69.6 96.9

地方債 その他
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  下記のとおり業務及び工事等に着手・実施した。

・都市計画決定　平成25年8月16日

・事業計画決定　平成26年1月14日

【平成28年度事業実施概要】

（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※　目標値及び実績値については、過年度からの累計値としている。

建物：2件

電柱：5本　他

道路築造工：320ｍ、汚水排水工：20ｍ、給水工：20ｍ

測量業務一式、換地設計業務一式　他

事業内容

成　　　　果

取　組　実　績

  道路工事、埋設管工事、移転補償、仮換地の引渡し等がすべて完了したことにより、都市基盤の復興
に向けた事業の推進が図られた。

年度
予算額

（Ｂ） （Ｄ） （Ｂ／Ａ） （Ｄ／Ａ） （Ｆ／Ｅ）

移設工事

移転補償

885,451 884,415

（単位：円）

事業コード
001-301-001-00708、

00921
事　業　名

土地区画整理事業（中央一丁目地区）
街路整備事業（門脇稲井線）〔復興交付金〕

成果指標
達成値

決算額
決算額累計 目標値（Ｅ） 実績値（Ｆ）

　被災された方々が、一日も早く安全安心な住宅地としての生活基盤を構築し、再建できるよう、土地
区画整理事業を推進してきた。
　まちの軸となる道路も拡幅工事が完了し、高台への避難路としての機能確保が達成された。
　また、地域の内外において住宅に困窮する世帯への復興公営住宅の整備が完了し、入居開始となった
ことから地域の定住人口の増加が図られた。
　さらに、地域や来街者との交流を促し賑わいの創出を図るべく商店街が中心となり地域の魅力向上に
取り組んでいる。

98.1

予算の執行状況
国(県)支出金

Ｈ27

Ｐ142、147 中　事　業 中央一丁目地区事業費（市街地開発事業特別会計）

6 中央一丁目地区事業費

みんなで築く災害に
強いまちづくり

目的及び事業内容

　被害が甚大であった中央一丁目地区では、市民の安全確保を第一に考え、多重防御による災害に強い
まちづくりを目指した住宅機能と商業機能の充実を図ることとしている。当地区は、地域住民からの早
期再建を望む声も大きいことから、土地区画整理事業の手法を用いて土地の再配置を行い、復興公営住
宅を整備して街なか居住を促進し、第二次緊急輸送路や避難路として位置づけられる門脇稲井線と一体
的な整備をすることにより、安全安心で秩序ある市街地の形成を図る。

　　施行面積：1.45ha　　施行期間：平成25年度～平成29年度　　総事業費（Ａ）：1,533,135千円

( 1 )

予
算
科
目

1 款 ( 1 )

実施計画
掲載ページ

第  章

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節

復
興
計
画

都市基盤の復旧・復興目

251,258 231,260 1,236,852 82.3 80.7

98.2

( 3 ) 減災まちづくりの推進

(  )

公共施設等工事

【認可関係】

項目

設計業務

市街地開発事業費
総
合
計
画

成果に係る評価

244,264,387 241,463,359 241,463,359

Ｈ25 123,974 121,177 121,177 8.1 7.9 97.5

Ｈ26 1,005,592 65.9 65.6 99.5

予算額 決算額

決算額の財源内訳

Ｈ28 244,264 241,463 1,478,315 98.2 96.4

地方債 その他 事業収入
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  事業計画変更を経て、下記のとおり業務及び工事等に着手・実施した。

・都市計画決定　平成25年6月21日

・事業計画決定　平成26年1月14日、第1回変更：平成26年10月8日、

第2回変更：平成26年12月8日、第3回変更：平成27年4月28日

第4回変更：平成29年1月27日

【平成28年度事業実施概要】

（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※　目標値及び実績値については、過年度からの累計値としている。

換地設計一式、実施設計一式　他

事業内容

Ｈ28 2,370,605 1,612,898 3,272,384 53.6 38.4 71.6

その他 事業収入

2,370,605,365 1,612,897,607 1,612,897,607

成果に係る評価

　石巻漁港を活用する水産加工業等の集積を目指した産業ゾーンとして、宅地整備を行い早期再建事業
者のニーズに応えながら土地区画整理事業を推進してきた。
　工事・補償等は地権者の理解を得て順調に進んでいる。引き続き、土地区画整理事業を進め、事業の
進捗にあわせ企業誘致等を行い産業集積ゾーンとして土地利用を推進する。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

66.7

Ｈ25 78,000

Ｈ27 892,746 794,568 1,659,486 25.8 19.5 75.6

Ｈ26 1,225,799 788,177 864,918 15.3 10.2

（Ｂ） （Ｄ） （Ｂ／Ａ） （Ｄ／Ａ）

目標値（Ｅ）

100.0

成果指標
達成値

決算額
決算額累計

76,741 76,741 0.9 0.9

実績値（Ｆ）

移転補償 建物：15件、借家人：1件

電柱移設：28本　他

がれき撤去：16,722㎥、宅地整地：17,050㎡、
湊中央線盛土：22,790㎥、側溝設置：96ｍ　他

（Ｆ／Ｅ）
成　　　　果

　地権者への仮換地説明を実施し、地区内の仮換地指定率：約98.8％（地権者ベース）を達成した。
　また、設計業務、宅地造成、道路築造工事及び移転補償等を実施することにより、都市基盤の復興に
向けた事業の推進が図られた。

年度
予算額

取　組　実　績

【認可関係】

項目

設計業務

公共施設等工事

移設工事

事業コード
001-301-001-00707
001-301-003-00837

事　業　名
土地区画整理事業（湊西地区）
街路整備事業（湊中央線、南光湊線）〔復興交付金〕

目的及び事業内容

　被害が甚大であった湊西地区は、安全の観点から非可住地とし、石巻漁港を活用する水産加工業等の
集積を目的とした産業集積ゾーンとして土地利用を推進する。既に操業再開している企業や早期再建を
目指す企業との合意形成を図りながら、道路や公園等の公共施設を整備する（防災集団移転促進事業と
同時施行）。

　　施行面積：40.4ha　　施行期間：平成25年度～平成32年度　　総事業費（Ａ）：8,518,852千円

都市基盤の復旧・復興

実施計画
掲載ページ

Ｐ142、147 中　事　業 湊西地区事業費（市街地開発事業特別会計）

7 目 湊西地区事業費 (  ) ( 1 )

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に
強いまちづくり

( 3 ) 減災まちづくりの推進

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節
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  事業計画決定及び事業計画変更を経て、下記のとおり業務及び工事等に着手・実施した。

・都市計画決定　平成27年1月15日

・事業計画決定　平成27年3月27日、第1回変更：平成28年11月29日

第2回変更：平成29年2月2日

【平成28年度事業実施概要】

（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※　目標値及び実績値については、過年度からの累計値としている。

 なお、上釜南部地区の事業については、一部一般会計で執行した事業費もあるため、

その金額を加算して記載している。

用地買収

Ｈ28

達成値
目標値（Ｅ） 実績値（Ｆ）

Ｈ27

年度

Ｈ26

908,119,406 905,533,079 905,533,079

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

成果に係る評価

その他 事業収入

取　組　実　績

【認可関係】

　石巻港を活用する紙・パルプ、飼肥料、木材・合板関連等の産業集積を目指し、一刻も早く土地利用
に適した整備を行えるよう、工事に着手したところであり、早期の仮換地指定率100％及び工事進捗の
向上を目指し、引き続き、各地権者や事業者に対する意向調査や関係機関との協議を効率的に実施する
必要がある。

成　　　　果

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

事業コード 001-301-001-00957 事　業　名

目的及び事業内容

　被害が甚大であった上釜南部地区は、石巻市震災復興基本計画では、非可住地で産業系ゾーンとして
位置づけられ、防災集団移転促進事業による土地買収が進められている。
　このことから、買取り後の土地の集約・整理のため、土地区画整理事業により、産業系にふさわしい
区画道路等の公共施設の整備と、事業用地を創出する土地の集約により、産業再生の促進を図る。

　　施行面積：37.4ha　施行期間：平成26年度～平成31年度　総事業費（Ａ）：4,276,606千円

みんなで築く災害に
強いまちづくり

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

( 3 )

実施計画
掲載ページ

Ｐ143 中　事　業 上釜南部地区事業費（市街地開発事業特別会計）

復
興
計
画

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節

8 目 上釜南部地区事業費 (  )

減災まちづくりの推進

( 1 )

項目

設計業務

公共施設等工事

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

土地区画整理事業（上釜南部地区）〔復興交付金〕

　設計業務、用地補償等を実施することにより、地区内の仮換地指定率：約60％（地権者割合）を達成
した。また、宅地造成、道路築造工事により都市基盤の復興に向けた事業の推進が図られた。

移設工事

予算額
成果指標

0.0597 0.0

決算額
（Ｂ）

決算額累計

（Ｆ／Ｅ）

0.0309309

（Ｄ／Ａ）（Ｄ） （Ｂ／Ａ）

99.2

226,127 220,541 5.3 98.1220,850 5.2

減価補償分：2,163.7㎡

側溝設置：120ｍ、宅地造成：6,170㎡　他

換地設計一式、実施設計一式　他

事業内容

電柱：3本、（新設）1本　他

908,119 905,533 1,126,383 26.5 26.3
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  事業計画決定及び事業計画変更を経て、下記のとおり業務及び工事に着手・実施した。

・都市計画決定　平成27年1月15日

・事業計画決定　平成27年3月27日、第1回変更：平成29年2月2日

【平成28年度事業実施概要】

（単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※　目標値及び実績値については、過年度からの累計値としている。

 なお、下釜南部地区の事業については、一部一般会計で執行した事業費もあるため、

その金額を加算して記載している。

606,403 596,051 730,759 16.6 16.3 98.2

596,050,862

成果指標

（Ｄ／Ａ）

事業内容

電柱：12本、架空線：580ｍ　他

　設計業務、工事、用地補償等を実施。水路築造、道路築造、宅地造成等各工事により、都市基盤の復
興に向けた事業の推進が図られた。また、地区内の仮換地指定率：約20％（地権者割合）を達成した。

209

決算額累計

予算の執行状況

（単位：円）

606,402,850

成　　　　果

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

予算額 決算額

成果に係る評価

　石巻港を活用する紙・パルプ、飼肥料、木材・合板関連等の産業集積を目指し、一刻も早く土地利用
に適した整備を行えるよう、工事に着手したところである。
　今後は、早期の仮換地指定率100％の達成及び工事進捗の向上を目指し、引き続き、各地権者や事業
者に対する意向調査や関係機関との協議を効率的に実施する必要がある。

目的及び事業内容

　被害が甚大であった下釜南部地区は、石巻市震災復興基本計画では、非可住地で産業系ゾーンとして
位置づけられ、防災集団移転促進事業による土地買収が進められている。
　このことから、買取り後の土地の集約・整理のため、土地区画整理事業により、産業系にふさわしい
区画道路等の公共施設の整備と、事業用地を創出する土地の集約により、産業再生の促進を図る。

　　施行面積：25.2ha　施行期間：平成26年度～平成31年度　総事業費（Ａ）：4,478,174千円

取　組　実　績

【認可関係】

公共施設等工事

設計業務

移設工事

減価補償分：774.85㎡

実施計画
掲載ページ

Ｐ143、148 中　事　業 下釜南部地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード
001-301-001-00958、

01113、01114
事　業　名

土地区画整理事業（下釜南部地区）〔復興交付金〕
街路整備事業（石巻工業港曽波神線、石巻工業港運河線）

減災まちづくりの推進

( 1 )

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節

復
興
計
画

みんなで築く災害に
強いまちづくり

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

( 3 )

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

9 目 下釜南部地区事業費 (  )

0.0

達成値
目標値（Ｅ） 実績値（Ｆ）

予算額

Ｈ27 138,707 134,499 3.1 3.0134,708

Ｈ26

Ｈ28

用地買取

項目

（Ｆ／Ｅ）

年度
決算額

（Ｂ） （Ｄ） （Ｂ／Ａ）

管渠工：54ｍ、側溝設置：803ｍ、宅地造成：6,000㎡　他

換地設計一式、実施設計一式　他

96.8

596,050,862

403 209 0.0 0.0
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  下記のとおり業務及び工事等に着手・実施した。

【認可関係】

・都市計画決定 平成28年3月1日

・事業計画決定 平成28年5月9日

【平成28年度事業実施概要】

（単位：千円）

※事業完了年度　平成32年度

99.8％

450,480,630

451,584

決算額累計

（D)

450,481Ｈ28

予算額

（B)
決算額

その他

（単位：円）

事業内容

測量業務一式、実施設計一式、事業管理一式

側溝工：161ｍ、汚水管敷設：119ｍ、給水工：30ｍ、舗装工：594㎡

電力柱移設：2本、NTT柱移設：5本、ガス管移設：7ｍ

建物：3件、工作物：2件

成果指標

目標値（E)

（B/A）

項目

設計業務

予算の執行状況
予算額

451,583,951

決算額の財源内訳

決算額

450,480,630

市街地開発事業費

被災市街地復興土地区
画整理事業費

成果に係る評価

事業コード

　被害が甚大であった中央二丁目地区では、河川堤防と一体となったまちづくりを基本とし、道路、公
園などの整備改善を行い、適正な土地利用を図ることで、災害に強いまちづくりを進めるとともに、川
を生かしたまちづくりとして観光交流施設を核とした中心市街地の活性化を図り、土地区画整理事業の
手法を用いて土地の配置を行い、観光交流施設、立体駐車場、交通広場及び道路・公園を整備し、賑わ
いのある中心市街地の形成を図る。
　　　　施工面積：1.39ha　　施工期間：平成28年度～平成32年度　　総事業費（A)：1,393,100千円

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　中心市街地の震災復興・活性化には本施設の整備目的である観光拠点づくりが必要であり、今後も事
業目的の達成に事業を推進していく。

2 項

総
合
計
画

中央二丁目地区事業費

( 1 )
予
算
科
目

10 目

1 款
みんなで築く災害に強
いまちづくり

減災まちづくりの推進

実績値（F)

32.4％ 32.3％

地方債国(県)支出金

中央二丁目地区事業費（市街地開発事業特別会計）

（D/A）

達成値

（F/E)

450,481

第  章

都市基盤の復旧・復興

公共施設等工事

移設工事

移転補償

001-301-001-00913 事　業　名
かわまち交流拠点整備事業
（土地区画整理事業（中央二丁目地区））〔復興交付金〕

第  節

　初年度は物件移転補償及び移設工事、敷地の整備を実施することにより、早期に都市基盤の復興に向
けた事業の推進が図られた。
　移転補償については、順次、補償契約を締結し、契約率は71％となっている。

Ｐ138 中　事　業

事業収入

(  )

復
興
計
画

( 3 )

( 1 )

- 392 -

・ 都市計画決定 平成25年10月22日

・ 事業計画認可 平成25年11月25日

・ 用地取得完了 平成25年12月23日

・ 実施設計完了 平成26年 3月28日

・ 1期工事請負契約 平成26年 5月 9日

・ 2期工事請負契約 平成26年12月19日

・ 1期工事変更契約（第1回） 平成27年 2月27日

・ 1期工事変更契約（第2回） 平成27年12月 7日

・ 2期工事変更契約（第1回） 平成28年 3月16日

・ 2期工事変更契約（第2回） 平成28年 3月25日

・ 2期工事変更契約（第3回） 平成28年 3月31日

・ 工事完了 平成28年 5月31日

（土地利用計画）

・ 第1回進出企業公募 平成25年7月10日～7月24日

・ 第2回進出企業公募 平成27年1月15日～2月 6日

336,010,320

決算額の財源内訳

決算額

331,085,662 157,600,000

地方債

709,972

その他

172,775,690

成果に係る評価

事業コード

　津波浸水リスクを回避し、津波発生時においても産業活動と雇用を維持するとともに、災害からの復
旧・復興を推進するため、非浸水区域である須江地区に産業拠点を形成する。

目的及び事業内容

予算の執行状況
予算額

100％

実施計画
掲載ページ

計

100％

内陸型産業用地整備事業〔復興交付金〕

種　別 業務用地

取　組　実　績

成　　　　果

Ｈ25

Ｈ26

（単位：円）

産業用地整備事業費

産業用地整備事業費 第  節

(  )

復
興
計
画

(  )

(  )
予
算
科
目

1 目

1 款 第  章

1 項

総
合
計
画

須江地区事業費

須江地区事業費（産業用地整備事業特別会計）

事業収入

　河川堤防や高盛土道路整備などの復興まちづくり事業に伴い移転を余儀なくされる事業所、未だに現
地再建の目処が立たない沿岸部の被災企業等の移転先の早急な確保及び津波リスクのない内陸に整備す
ることにより、津波発生時の早期復旧･復興を行う活動拠点を担うとともに産業活動と雇用の維持が確
保された。

004-201-002-00529 事　業　名

実績等
区分

Ｈ27 98.2％

0.4％ 0.4％

成果指標

Ｐ196 中　事　業

公共用地

(  )

18.2％

達成率

面　積 15.5ha 5.6ha 21.1ha

目標値

　都市計画決定及び事業計画の認可を受け、平成25年12月に用地取得、平成26年3月に実施設計が完
了、平成26年5月より造成工事に着手し、震災により移転を余儀なくされる事業所等の移転先の確保に
向け、事業の推進が図られた。

Ｈ24

64.0％ 64.0％ 100％

18.2％

100％98.2％

Ｈ28 100％ 100％ 100％

国(県)支出金
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・ 実施設計完了 平成27年 3月27日

（土地利用計画）

・ 第1回進出企業公募 平成26年 7月 1日～7月31日

・ 第2回進出企業公募 平成27年 1月15日～2月 6日 立地企業12社が決定

・ 第3回進出企業公募 平成28年 3月 1日～随時（応募区画完売まで）

・ 工事請負契約 平成27年 6月24日

・ 工事変更契約（第1回） 平成28年 3月25日

・ 工事変更契約（第2回） 平成28年 6月28日

・ 工事変更契約（第3回） 平成28年10月25日

・ 工事完了 平成28年12月15日

・ 契約件数 分譲 5社　賃貸3社

予算の執行状況
予算額

150,922,000

決算額の財源内訳

決算額

148,542,469 541,080

その他

148,001,389

成果に係る評価

事業コード

　河川堤防や高盛土道路等の復興まちづくり事業に伴って移転を余儀なくされている事業者、とりわけ
小規模事業者や職住一体を希望する事業者の移転先として、不動町地区に産業用地を整備・分譲するこ
とで、事業者の市外流出を防止し、安定した雇用の維持・確保を図る。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

計

　平成27年3月に実施設計が完了し、平成27年6月より造成工事に着手した。平成27年度までに施設解体
撤去工事及び造成工事完了としていたが、追加工事に時間を要したため、工事期間の短縮を図り、年度
内に工事を完了した。

種　別

（単位：円）

産業用地整備事業費

産業用地整備事業費 第  節

(  )

復
興
計
画

(  )

(  )

成果指標

予
算
科
目

2 目

1 款 第  章

1 項

総
合
計
画

不動町地区事業費

地方債国(県)支出金

不動町地区事業費（産業用地整備事業特別会計）

事業収入

　河川堤防や高盛土道路整備などの復興まちづくり事業に伴い移転を余儀なくされる事業所、未だに現
地再建の目処が立たない被災企業等の移転先の早急な確保に向け、早期に工事が完了する施工を行い、
造成工事を完了した。

事　業　名 不動町地区産業用地整備事業

2.5ha

中　事　業

20％

業務用地 公共用地

実績等
区分

(  )

100％

面　積 1.7ha 0.8ha

100％ 100％

68％68％

達成率

Ｈ26

Ｈ27

目標値

100％

20％

Ｈ28 100％
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  特定保健指導該当者に対しては、電話による受診勧奨や訪問、面接による保健指導を行うとともに、
特定保健指導対象外の生活習慣病リスク保持者に対しては、医療機関への受診勧奨、医療機関との連携
による保健指導を実施するなど、生活習慣病の重症化予防に取り組むことができた。
  今後も、健診の受診率及び特定保健指導実施率の向上を図るため受診しやすい環境づくりに努め、ま
た医療機関との連携を図りながら生活習慣病の重症化予防に取り組んでいきたい。成果に係る評価

成　　　　果

※Ｈ26～Ｈ27は法定報告確報値。Ｈ28は実績値。

38.9％

目標 実績

24.2％ 60.5％

50.0％ 48.0％

区分
目標 実績

達成率
成果指標

区分

Ｈ26

Ｈ27

Ｈ28

特定健康診査受診率 特定保健指導実施率

　特定健康診査の受診率向上を図るため、3年連続未受診者への受診勧奨を実施し一定の効果があった
ものの、受診率全体では前年度を下回った。

　（1）対象者　　健診受診者のうち血圧、血糖、腎機能が受診勧奨値で、特に脳血管疾患、心疾患、

　（2）対象者数及び実施者数　　対象者数：1,434人　　実施者数：483人　（実施率：33.7％）

　　　　　　　　 慢性腎臓病発症の可能性が高い者

3　医療機関との連携及び保健指導の実施（特定保健指導対象者は除く）

　（1）対象者　　健診受診者のうち血圧、血糖が受診勧奨値で治療なしの者

　（2）対象者数及び実施者数

4　重症化予防対策の実施（特定保健指導対象者は除く）

　　　ア　医療機関との連携　　対象者数：525人　　実施者数：223人　（実施率：42.5％）

　　　イ　医師の指示による保健指導の実施　対象者数：72人　実施者数 62人(実施率：86.1％）

40,851,740

事業収入

164,862,566 113,305,740 72,454,000

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他

45.0％

50.0％

55.0％

40.9％

39.3％

90.9％

78.6％

70.7％

成果指標
達成率

Ｈ26

Ｈ27

Ｈ28

30.0％

24.0％

19.1％ 63.7％

40.0％

目的及び事業内容

　高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、糖尿病等生活習慣病の発症や重症化を予防することを目
的として、国民健康保険被保険者を対象にメタボリックシンドロームに着目した特定健康診査を実施す
る。
　該当者に対し生活習慣病を改善するための特定保健指導を行うとともに、医療機関と連携した保健指
導の実施により生活習慣病重症化を予防する。

取　組　実　績

1　特定健康診査の実施

　（1）対象者　　　　　40～74歳の石巻市国民健康保険被保険者

　（2）対象者数及び受診者数　　対象者数：29,677人　　受診者数：11,545人　（受診率：38.9％）

　（2）対象者数及び実施者数　　対象者数：1,582人　　実施者数：380人　（実施率：24.0％）

　（3）未受診者対策　　3年連続健診未受診者に対し受診勧奨通知を発送（9,035人）うち386人が受診

2　特定保健指導の実施（メタボリックシンドローム該当者への保健指導）

　（1）対象者　　国の基準による対象者（積極的支援、動機づけ支援）

実施計画
掲載ページ

Ｐ62 中　事　業 特定健康診査等事業費（国民健康保険事業特別会計）

事業コード 004-002-001-00621 事　業　名 生活習慣病予防事業

復
興
計
画

1 項 特定健康診査等事業費 第 2 節
生涯を通じて元気で健康な暮
らしが実現できるようにする

(  )

安心して健やかに暮せる
まち

(  )

一人ひとりの健康づく
りを推進する

(  )

予
算
科
目

8 款 保健事業費
総
合
計
画

第 4 章

1 目 特定健康診査等事業費 ( 1 )
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【年齢別受診率】

成果に係る評価

成　　　　果

（＋2.4％）

50.0％ 20.7％ 41.4％Ｈ28

　人間ドックでは、全ての対象年齢で受診率が向上し、中でも50歳の受診率が大きく向上した。
　特定保健指導に加えて、重症化予防対象者には新たに保健指導を実施することで生活習慣の改善が図
られた。さらに医療機関の受診が必要な方には電話による受診勧奨を実施し、受診に結びつけることが
できた。
　生活習慣病の重症化予防は、若い世代からの取組が効果的であることから、今後は人間ドックの対象
年齢の引き下げ等も検討したい。

34.5％

脳ドック

受診率

人間ドック

24.6％

（＋1.6％）

受診率 前年比

17.2％ （＋0.9％）

21.8％

前年比

16.1％

（＋8.9％）

21.3％

19.7％

21.3％

目標

30.0％

区分

特定保健指導実施率

成果指標

目標

40.0％ 13.8％

18.8％ 72.3％

成果指標
達成率

Ｈ27

71.0％Ｈ28

目標
達成率

45歳

50歳

55歳

60歳

（-0.4％）

35,308,636 17,727,255 17,727,255

予算の執行状況

　 （単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

Ｈ26 30.0％ 0.8％ 2.7％

実績

30.0％ 18.9％ 63.0％ Ｈ27 26.0％ 14.7％

20.4％ 78.5％

56.5％

26.0％Ｈ28

26.0％

（＋5.0％）

Ｈ27

Ｈ26

実績
達成率

成果指標

目的及び事業内容

　本事業は、生活習慣病をはじめとする疾病等の早期予防、発見及び治療の促進を図るとともに、生活
習慣病の改善や健康に対する意識の向上に寄与することを目的とする。
　人間ドックについては、国民健康保険に加入している45歳、50歳、55歳及び60歳を対象とし、脳ドッ
クについては、45歳及び50歳を対象に実施する。

取　組　実　績

30.0％ 23.4％ 78.0％

実績

1　人間ドック事業及び特定保健指導の実施

3　重症化予防対策の実施（特定保健指導対象者以外への保健指導）

区分

　（1）実施期間　　平成28年4月1日～平成29年3月31日

　（2）対象者数及び受診者数

2　脳ドック事業の実施

　（1）対象者数及び受診者数　 対象者数：　821人　　受診者数：154人　（受診率：18.8％）

Ｈ26

　（1）保健指導実施者数　61人（内訳：訪問2人、面接4人、電話による医療機関受診勧奨55人）

　生活習慣病をはじめとする疾病の早期発見及び治療の促進に寄与することができた。

人間ドック受診率 脳ドック受診率

実施計画
掲載ページ

Ｐ55 中　事　業 保健衛生普及費（国民健康保険事業特別会計）

事業コード 004-001-003-00073 事　業　名 国民健康保険人間ドック等事業

区分

国民健康保険事業の安定運営
と高齢者の医療保険制度の円
滑な実施を図る

(  )

復
興
計
画

2 項 保健事業費 第 1 節
お互いに支えあい生活で
きる仕組みを構築する

保健衛生普及費 ( 3 )

(  )

安心して健やかに暮ら
せるまち

(  )

　　　ア　人間ドック事業　　　対象者数：2,033人　　受診者数：433人　（受診率：21.3％）

　　　イ　特定保健指導　      対象者数：   82人　　実施者数： 17人　（実施率：20.7％）

予
算
科
目

8 款 保健事業費
総
合
計
画

第 4 章

1 目
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12人 100.0％ 91回

　訪問による相談・指導により、閉じこもりの方が痛みの軽減等で外出できるまで回復するなど、生活
機能の向上等が図られた。

実績

Ｈ27

実績

10人 9人 90.0％

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

目的及び事業内容

Ｈ28 12人

4 款

47,399

その他

91,277

地方債

決算額の財源内訳

決算額

225,375 86,699

（単位：円）

国(県)支出金 事業収入

1 項

予算の執行状況
予算額

567,000

成果に係る評価

事業コード

予
算
科
目

1 目

平成28年度は2事業者に委託した。当該事業者の理学療法士と介護保険課の看護師が連携し、効果的
な事業の実施が図られた。今後も自立した日常生活を営むことができるよう支援を継続する必要があ
る。

第 4 節

中　事　業 機能訓練訪問事業費（介護保険事業特別会計）

004-004-002-01095 事　業　名

P76

体力の改善や食事・排せつなどの日常生活動作、買い物・家事などの手段的日常生活動作の改善に向
けた支援が必要な要支援者等に対して、機能訓練についての相談、指導を行うことで、生活機能の向上
を図り、可能な限り地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とす
る。

地域支援事業費

介護予防・生活支援
サービス事業費

介護予防・生活支援
サービス事業費

基
本
計
画

第 4 章

機能訓練訪問事業

生活支援を充実する

復
興
計
画

( 2 )

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

(  )

(  )

(  )

87回

地域包括支援センターが作成した介護予防プランに基づき、日常生活動作等の改善に向けた支援につ
いて、理学療法士及び看護師が連携しながら、在宅にて短期集中的（3ヶ月）に相談・指導を実施し
た。

訪問実人数 訪問延べ回数
年度 達成率

目標値
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第 4 章

通所型サービス支援事業費（介護保険事業特別会計）

　補助金を交付することにより、要支援者等に対し、住民主体による通所型サービスが可能となり、高
齢者の健康保持、要介護状態の予防が図られた。

地域支援事業費

第 4 節

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

(  )

(  )

基
本
計
画

介護予防・生活支援
サービス事業費

　地域包括支援センターが作成するケアプランに基づき、厚生労働省の基準に従って実施するため、専
門性の高い知識が必要であることから、ボランティア、サロン活動団体等へ人材育成などの支援を行い
ながら、地域の支え合い体制の構築へつなげていくことが必要である。

( 3 )

　65歳以上の要支援者及び事業対象者に介護予防・生活支援サービスを提供する、住民主体による個人
や団体が通所型サービスを行うことにより、高齢者等の社会的孤立の解消、心身の健康保持及び要介護
状態の予防並びに地域の支え合い体制を推進することを目的とする。

　個人又は団体が集会所等を利用し、要支援者等を中心に障害者、子供、高齢者に対し、体操、運動等
の活動、趣味活動等を通じた日中の居場所づくり、定期的なサロン等の通所型のサービスを提供するこ
ととし以下の条件に該当する場合に補助金を交付した。
　
　補助金交付条件
　・事業を6か月以上継続して実施
　・概ね週1回以上実施
　・1回当たりの事業実施時間が概ね2時間以上
　・1回当たりの平均利用者のうち要支援者等が5人以上であること。
　・要支援者等の利用者1人当たり1回1,000円、月額上限50,000円

補助金交付額

（単位：円）

その他

成果に係る評価

事業コード

予
算
科
目

通所型サービス支援事業

介護保険制度・介護予
防を充実する

1 (  )
介護予防・生活支援
サービス事業費

予算の執行状況
予算額

600,000

活動延べ回数 75回

1団体

380,000円

P80

決算額の財源内訳

決算額

380,000 146,181

事業収入

79,919153,900

地方債

4 款

004-004-003-01139 事　業　名

復
興
計
画

実施計画
掲載ページ

1

目

項

国(県)支出金

成　　　　果

取　組　実　績

目的及び事業内容

中　事　業

延べ利用者数 380人

区分 Ｈ28

交付対象団体
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達成率

1　在宅の独居又は高齢者のみの世帯に対し、食事を配達し、併せて利用者の安否確認を行った。

85.6％

委託
事業者

202人 135人 27,600食 21,292食

5

達成率

66.8％

78.0％

77.1％

「食」の自立支援事業

2　事業利用者の地域的偏りを是正するため、登録事業者の年度更新に併せ、新規登録事業者の募集を
 行った。

年度

5

利用実人数

目標値 実績 目標値

Ｐ79 中　事　業 「食」の自立支援事業費（介護保険事業特別会計）

事　業　名

Ｈ27 200人 156人 27,600食 23,634食

Ｈ26

一般介護予防事業費

(  )

(  )

(  )

第 4 章地域支援事業費

第 4 節2 項

総
合
計
画

( 3 )

復
興
計
画

一般介護予防事業費

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

介護保険制度・介護予
防を充実する

予
算
科
目

1 目

4 款

事業コード

　65歳以上の在宅一人暮らし高齢者等で、日常の食生活において支援が必要な方に対し、配食サービス
を提供し、併せて利用者の安否確認を行う。
　・利用者1人当たり週7回を限度とする。
　・1食（800円）につき、利用者と市がそれぞれ400円を負担する。目的及び事業内容

004-004-003-00079

利用延べ食数

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

実績

　在宅の独居又は高齢者のみの世帯に対し、食事を配達し、併せて利用者の安否確認を行ったことによ
り、高齢者自身が望む自宅での生活を支援することができた。利用者からは、配達時の担当者との交流
で日々の生活に活気が生まれた等の意見をいただいた。

予算の執行状況
決算額

9,152,720

その他

成果に係る評価

3,706,852

地方債国(県)支出金

3,520,925

82.7％ 5Ｈ28 200人 130人 65.0％ 27,600食 22,816食

9,681,000 1,924,943

　在宅で食事の調理等が十分にできない独居又は高齢者のみの世帯に対し、見守りと栄養のバランスの
取れた食事を提供する等、事業の充実を図ることができた。
　東日本大震災後、事業が実施できなかった沿岸部や半島部について一部配達が可能となったが、今後
も利用者の地域間格差是正のため、新規サービス事業者の募集等に努める必要がある。

決算額の財源内訳

予算額

事業収入

（単位：円）
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　　地域包括支援センター等が作成した介護予防プラン等に基づき、以下の指導等を行った。

成果に係る評価

　高齢者やその家族に対し、必要な相談、指導及び精神的支援等を実施した結果、対象者の状態が改善
されている。
　しかし、対象者の特徴に年々変化が見られ、独居で身寄りがない、復興公営住宅への転居に伴う閉じ
こもり、慢性疾患や認知症の可能性があるものの医療へ繋げられないといった困難事案が増えており、
対象者に掛かる訪問時間も以前に比べ増加している。
　また、訪問指導員は、複雑な事案に対応するため、今後も研修等を行い、介護・医療・その他のスキ
ル向上に努める必要がある。

成　　　　果

取　組　実　績

(  )

(  )

(  )

第 4 章

第 4 節

　　5　生活習慣病の予防

004-004-003-00080

Ｐ80

　　2　要介護状態の軽減・悪化防止

　　3　家庭における療養方法

　　4　家庭における機能訓練の方法、住宅改修及び福祉用具の使用方法

決算額

一般介護予防事業費

( 3 )
介護保険制度・介護予
防を充実する

復
興
計
画

安心して健やかに暮ら
せるまち

　　6　関係諸制度の活用方法

3,155,624

地方債国(県)支出金

2,997,345

4 款

訪問型介護予防事業

　　1　介護を要する状態になることの予防

実施計画
掲載ページ

中　事　業 訪問指導員事業費（介護保険事業特別会計）

一般介護予防事業費

予
算
科
目

1 目

事　業　名

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

事業コード

2 項

総
合
計
画

地域支援事業費

　療養上の保健指導が必要と認められる高齢者等に対し、訪問指導員が居宅を訪問し、必要な相談・指
導を行うことにより、心身機能の低下防止と健康の保持増進を図る。
　対象者は、市内に住所を有する65歳以上の方で次の項目のいずれかに該当するものである。
　・閉じこもり、認知症、うつ等のおそれのある方又はこれらの状態にある方
　・健康診査等で健康管理上訪問指導が必要と認められる方
　・要支援又は要介護の認定を受けている方

目的及び事業内容

1,638,697

その他

（単位：円）

予算の執行状況
予算額

7,962,000

決算額の財源内訳

　訪問による個別相談・指導により、心身機能の低下防止及び健康の保持増進が図られた。

7,791,666

事業収入

目標値 実績 実績

Ｈ26 160人 81人 50.6％

年度 達成率

1,087回

Ｈ27 100人 96人 96.0％ 1,249回

訪問延べ回数
訪問
指導員

4人

3人

3人Ｈ28 100人 105人 105.0％ 1,149回

訪問実人数
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　平成28年度交付対象団体：7団体

  延利用者数：3,593人

  平成28年度補助金交付額：4,239,740円

7 人 円

7 人 円

7 人 円

Ｈ26 団体 4,213 4,971,340

補助金額

第 4 章

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

Ｐ81 中　事　業

介護保険制度・介護予
防を充実する

(  )

004-004-003-00103 事　業　名 ミニデイサービス支援事業

第 4 節

( 3 )

復
興
計
画

(  )

安心して健やかに暮ら
せるまち

1,717,095

地方債国(県)支出金

1,630,970

ミニデイサービス支援事業費（介護保険事業特別会計）

事業収入

補助金交付件数【過去3年】

年度 団体数

2 項

総
合
計
画

一般介護予防事業費

(  )
予
算
科
目

1 目

4 款 地域支援事業費

一般介護予防事業費

成果に係る評価

事業コード

　高齢者に対し、地域の集会所・家屋等を利用しながら、小規模にデイサービス事業等の福祉サービス
を提供する個人又は団体に対し、補助金を交付する。
　補助金額は、利用者1人当たり1回の利用につき、1,180円とする。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　震災後の生活環境の変化により、心身機能の維持、向上、社会的孤立感の解消、地域の支え合いがよ
り必要となっており、地域での身近な小規模デイサービスの役割は重要となっている。ミニデイサービ
ス事業者（団体）に対して補助金を交付し支援することにより、きめ細やかな福祉サービスを提供する
ことができた。

　補助金を交付することにより、サービス提供事業者が円滑に事業運営することが可能となり、サービ
ス利用者についても、ミニデイサービスを利用することで心身機能維持や介護予防の意識向上が図られ
た。

延利用者数

予算の執行状況
予算額

6,830,000

決算額の財源内訳

決算額

4,239,740 891,675

その他

（単位：円）

Ｈ28 団体 3,593 4,239,740

Ｈ27 団体 3,579 4,223,220
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その他 事業収入

91,000 78,733 30,288 31,887 16,558

成果に係る評価

　地域のサロン等の自主活動や交流の場へ保健師、栄養士、歯科衛生士等への健康教育の依頼も多く、
高齢者の健康維持、介護予防の一助になっている。高齢者は、嚥下の問題を抱えている方も多いため、
歯科や口腔に関する指導にも努めた。
　今後も、地域包括支援センター等関係機関とも連携しながら、要介護状態や認知症予防のために、生
活習慣病重症化予防の重要性を啓発するとともに、高齢者の自主的な健康づくり活動を継続して支援し
ていく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

439回 7,000人 5,892人 84.2％ 371回 1,959人

356回 2,100人 5,939人 282.8％ 281回 1,501人

391回 2,100人 6,403人 304.9％ 298回 1,696人

健康教育
開催回数

参加延人数
達成率

健康相談
開催回数

参加延人数
目標 実績等

成　　　　果

区分

Ｈ26

Ｈ27

Ｈ28

目的及び事業内容

　健康寿命を長く保つために、元気な高齢者の増加をめざし、生活習慣病の予防、介護を要する状態に
なることの予防のために、高齢者の健康意識の向上を図ることを目的とする。
　各地域へ保健師や栄養士が出向き、認知症予防、運動や食生活等への健康に対する意識の向上や主体
的かつ継続的に健康づくりに取り組めるよう、高齢者のための健康づくり教室及び相談会を開催してい
る。

取　組　実　績

1　高齢者のための健康づくり教室の実施

　地域の高齢者を対象に、保健師・栄養士・歯科衛生士等による健康教室、運動教室を実施

2　高齢者のための健康相談の実施

　地域の高齢者を対象に、保健師・栄養士・歯科衛生士等による相談を実施

実施計画
掲載ページ

Ｐ79 中　事　業 高齢者のための健康づくり事業費（介護保険事業特別会計）

事業コード 004-004-003-00048 事　業　名 高齢者のための健康づくり事業

復
興
計
画

2 項 一般介護予防事業費 第 4 節
安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

(  )

安心して健やかに暮ら
せるまち

( 3 )

(  )

介護保険制度・介護予
防を充実する

(  )

　地域のサロン等の自主活動や交流の場での事業の活用をＰＲし、健診結果をもとにした生活習慣病の
重症化予防、運動の普及、食生活、歯科保健等について健康教育、健康相談を行い、健康の維持増進、
要介護状態等の予防の一助となった。

予
算
科
目

4 款 地域支援事業
総
合
計
画

第 4 章

1 目 一般介護予防事業費
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達成率

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

目的及び事業内容

　専門知識を有する業者へ委託し、要介護状態等となることの予防又は軽減が図られた。
　また、地域介護予防教室では参加者自らが普段から自分にあった介護予防を実施し、生活機能低下の
防止、要介護状態とならないよう意識付けすることができた。

年度

3,953,947

その他

7,614,093

地方債国(県)支出金 事業収入

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

予
算
科
目

1 目

Ｐ77

　本事業の教室終了後に住民主体の集いの場が創出されるよう、関係機関が自主化に向けた支援を行
う。
　また、高齢者が継続して事業に参加し、健康状態の維持・改善、認知症予防、口腔機能の改善、閉じ
こもり予防等の介護予防全般について学び、日常生活の中で実践できるよう支援することで、生活機能
低下の防止、自立した生活と自己実現等につなげる。

4 款

2 項

予算の執行状況
予算額

20,686,000

決算額の財源内訳

決算額

18,800,228 7,232,188

中　事　業 通所型介護予防事業費（介護保険事業特別会計）

004-004-002-01098 事　業　名

1　介護予防はつらつ元気教室
　　(1)　対 象 者：住民主体の集いの場へつながるよう介護予防教室運営に意欲のある高齢者や、
　　　　　　　　　介護予防事業の参加が必要な高齢者
　　(2)　会　　場：市内16会場
　　(3)　期間回数：平成28年5月2日～平成29年1月31日、月2回の12回コース
　　(4)　参加人数：1会場／概ね15名

2　地域介護予防教室
　　(1)　対 象 者：65歳以上の高齢者
　　(2)　回　　数：年18回を上限に、12の地域包括支援センターで実施
　 （3） 参加人数：1回／概ね10名

地域支援事業費

一般介護予防事業費

一般介護予防事業費

基
本
計
画

第 4 章

目標値 実績

通所型介護予防事業

生活支援を充実する

復
興
計
画

( 2 )

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

(  )

(  )

(  )

第 4 節

395回 99.7％ 4,120人 4,930人

参加延べ人数
達成率

119.7％

目標値 実績

開催回数

5,636人

Ｈ27 468回 452回 96.6％ 5,940人 6,344人

住民主体による地域の支え合いの体制づくりが求められていることから、介護予防教室に生活支援
コーディネーターの協力をもらい、参加した高齢者が自主的に介護予防活動を継続して実施できるよう
支援し、数箇所の自主サロンが立ち上がった。今後も、新規サロン立ち上げのための連携はもとより、
継続支援のため、地域包括支援センター、生活支援コーディネーター等関係機関の連携も強化する必要
がある。

106.8％

Ｈ26 396回

111.8％Ｈ28 408回 394回 96.6％ 5,040人
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2　集団運動指導

3　リハビリテーション相談

Ｈ28

相談回数 8回

Ｈ28

指導回数 11回

訪問数 5件

1　個別訪問

地域支援事業費

一般介護予防事業費

一般介護予防事業費

基
本
計
画

(  )

地域リハビリテーション活動支援事業費(介護保険事業特別会計)

(  )

(  )

(  )(  )

2 項

地域リハビリテーション活動支援事業

復
興
計
画

予算の執行状況
予算額

860,000

決算額の財源内訳

決算額

198,339 76,298

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

予
算
科
目

1 目

地域における介護予防の取組を強化するため、サービス担当者会議や住民運営の通いの場等へのリハ
ビリテーション専門職等の関与を促進することを目的とする。
在宅で介護予防のためのリハビリテーション支援が必要な個人及び住民主体による自主活動を行って

いる団体等に対し、リハビリ専門職を派遣し訪問指導、集団運動指導及び個別相談を行う。

4 款

(  )

今年度から実施した事業であるが、翌年度の拡充に向けて土台作りができた。今後、地域包括支援セ
ンター、ケアマネジャーと連携しながら、サロン活動団体の地域での効果的な介護予防事業につなげて
いく必要がある。

その他

80,327

地方債国(県)支出金 事業収入

41,714

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

目的及び事業内容

利用実人数 180人

利用実人数 123人

事　業　名

1　個別訪問
リハビリテーション支援が必要な方を訪問し、個別の運動プログラムや住宅環境の改善、福祉用具の

利活用等に関する相談や指導を行った。

2　集団運動指導
　サロン活動等において、健康づくりのための安全で効果的な運動指導を実施した。

3　リハビリテーション相談
　サロン活動等において、健康づくりのための安全で効果的な運動指導を個別に実施した。

中　事　業

利用実人数 5人

　リハビリテーションサービスを提供している9事業所と連携し、介護予防の取組の強化が図られた。

Ｈ28

-404-

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

(  )

(  )

(  )

地域支援事業費

一般介護予防事業費

一般介護予防事業費

項

基
本
計
画

第 4 章

地域介護予防活動支援事業

介護保険制度・介護予
防を充実する

復
興
計
画

第 4 節

中　事　業

004-004-003-01140 事　業　名

参加者の増加につながるよう、サロン活動等実施団体に、より一層制度の周知を図り、サロン活動参
加者の増加、高齢者の社会的孤立の解消、心身の健康保持及び要介護状態の予防並びに地域の支え合い
体制の構築を推進する必要がある。

また、活動の継続のための支援として地域リハビリテーション活動支援事業の活用を図るとともに、
地域包括支援センターや生活支援コーディネーターと連携を強化する必要がある。

962,628

　個人又は団体が集会所等を利用し、高齢者を中心に障害者、子ども等に対し、体操、運動等の活動、
趣味活動等を通じた日中の居場所づくり、定期的なサロン等の通所型のサービスを提供することとし以
下の条件に該当する場合に補助金を交付した。
　
　補助金交付条件
　・事業を6か月以上継続して実施
　・月2回以上実施
　・1回当たりの事業実施時間が概ね2時間以上
　・1回当たりの平均利用者のうち65歳以上の高齢者が5人以上であること。
　・1回当たり1,000円、月額上限10,000円とする。

国(県)支出金 事業収入

　補助金を交付することにより、会場費等必要経費の自己負担の軽減及び活動内容の充実が図られ、よ
り多くの高齢者が参加しやすくなった。
　また、地域包括支援センターや生活支援コーディネーターが連携して、サロン立ち上げ支援や継続支
援を行い、高齢者の日中の居場所づくりの充実が図られた。

区分

予
算
科
目

1 目

P81

　高齢者等を対象に日中の居場所づくり、定期的なサロン等の通いの場を提供する住民主体による自主
的活動を支援するとともに、高齢者の社会的孤立の解消、心身の健康保持及び要介護状態の予防並びに
地域の支え合い体制を推進することを目的とする。

4 款

( 3 )

2

成果に係る評価

予算の執行状況
予算額

2,493,000

決算額の財源内訳

2,376,859 914,345

（単位：円）

499,886

決算額

地域介護予防活動支援事業費（介護保険事業特別会計）
実施計画

掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

目的及び事業内容

その他

事業コード

地方債

Ｈ28

交付対象団体 48団体

登録人数 857人

延べ実施回数 2,652回

補助金交付額 2,300,000円

-405-



中　事　業 介護用品支給事業費（介護保険事業特別会計）

達成率 105.0％ 84.3％ 81.0％

計 399人 388人 405人

介護保険制度・介護予
防を充実する

460人 500人

Ｈ26

　在宅での介護家族の精神的、経済的負担の軽減が図られた。
　支給券該当者数については前年度と比較し増加しているが、支払実績については前年度と比較し減少
している状況である。事業としては、概ね有効な利用が図られている。

257人 274人

P79

　要支援・要介護認定者数が年々増加しており、被保険者やその家族等の経済的負担を軽減する観点か
らも、市報、ホームページ、チラシ、ケアマネジャー等を通じて、より一層周知を図っていくことが必
要である。

（単位：円）

任意事業費

(  )

(  )

(  )

1　介護用品支給券の支給
　(1)　平成27年度該当者に対し、平成28年度分の申請勧奨を実施するとともに、ケアマネジャー等を
　　　通じて新規対象者の把握に努めた。
　(2)　申請者に対して、該当・非該当の決定をし、該当者については、介護用品支給券を交付した。

2　支給対象用品
　(1)　要介護4・5　紙おむつ、尿取りパット、使い捨て手袋、清拭剤及びドライシャンプー
　(2)　要支援～要介護3　紙おむつ及び尿取りパット

004-004-003-00078

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

131人 131人

2,000円券 256人

10,088,412円

目標値 380人

区分

地方債国(県)支出金

5,721,323

　支給券該当者

区分 Ｈ27

143人

第 4 章

第 4 節

復
興
計
画

安心して健やかに暮ら
せるまち

( 3 )

3 項

総
合
計
画

予
算
科
目

3 目

4 款 地域支援事業費

包括的支援事業・任意
事業費

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

事　業　名 介護用品支給事業

9,780,039円支払実績 8,569,620円

　支給券支払実績

成果に係る評価

事業コード

　市内に住所を有し、市民税非課税世帯で介護保険の認定を受け、介護用品が必要な65歳以上の高齢者
を介護している家族に対し、介護用品を購入できる介護用品支給券を支給することにより、本人及び家
族の精神的、経済的負担の軽減を図る。

　支給額：要支援～要介護3　高齢者一人当たり月額2,000円
　　　　　要介護4・5　高齢者一人当たり月額5,000円

目的及び事業内容

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

Ｈ28

5,000円券

予算の執行状況
予算額

9,780,039

決算額の財源内訳

決算額

9,780,039 2,151,608

その他 事業収入

1,907,108

- 406 -

※各年度3月末日現在

入居率

70.0％ 8人 2人(常駐1人)

Ｈ26 90.0％ 10人

1 シルバーハウジング入居者に対し、生活援助員として2名（常駐1名）を派遣し、生活指導や相談対
応、安否確認、一時的な家事援助及び緊急時の対応等を行った。

2　委託業者による休日、早朝及び夜間の緊急通報対応業務を行った。

10戸

9戸

7戸

7戸

戸数 入居戸数

Ｈ27

(  )

(  )

(  )

第 4 章

第 4 節

( 2 )

復
興
計
画

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

事業収入

高齢者世話付住宅事業費（介護保険事業特別会計）

任意事業費 生活支援を充実する

Ｐ75 中　事　業

004-004-002-00075 高齢者世話付住宅事業

3 項

総
合
計
画

予
算
科
目

3 目

4 款 地域支援事業費

包括的支援事業・任意
事業費

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　居住者の高齢化が進んでおり、心身の状態に合わせて、必要な介護サービスにつながるよう地域包括
支援センター等と、より一層連携を図っていく必要がある。
　また、生活援助員派遣事業は国の制度に基づいて実施しているが、本市では「県営住宅」が対象であ
ることから、宮城県等関係機関と今後も円滑な連携を図っていく必要がある。

事　業　名

10戸

入居者実人員

　生活援助を行ったことにより、入居者が日々の生活を安心して送ることができた。

2人(常駐1人)

成果に係る評価

事業コード

県営渡波住宅に設置されている高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）に生活援助員を派遣し、居
住している高齢者に対し、生活指導や相談対応、安否確認、一時的な家事援助及び緊急時の対応等の
サービスを実施する。

目的及び事業内容

458,078

地方債国(県)支出金

1,128,608

派遣人員

予算の執行状況
予算額

2,019,000

決算額の財源内訳

決算額

2,011,119 424,433

その他

（単位：円）

Ｈ28 70.0％ 8人 2人(常駐1人)

10戸

年度

- 407 -



1　対象者

2　事業内容

　身近に協力者のいない判断能力が不十分な高齢者の福祉の増進が図られた。
　平成28年度は、成年後見制度の市長申立について、審判の請求を9件行うことができた。

10件
介護老人保健施設1件、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ3
件、入院中2件、養護老人ﾎｰﾑ1件、在
宅生活者3件

1,124,953円 5件

220,000円

978,000円

478,397円

後見人報酬の助成

申立件数 内訳 助成件数 事業費事業費

行政等が行う各種施策及びサービスの利用並びに日常生活上の支援が必要な者

(1)

1件

(2)

予算の執行状況
予算額

4,676,000

決算額の財源内訳

決算額

1,466,603

配偶者及び四親等内の親族による保護の可能性が低い者

生活状況及び健康状況が不十分である者

その他

事業コード

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

取　組　実　績

　判断能力が不十分な認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等の福祉の増進を図るため、家庭裁判所
に対して成年後見の開始に係る審判の請求等を行った。

(1)

(4)

成年後見制度利用支援事業費（介護保険事業特別会計）

285,988

地方債国(県)支出金

857,963

審判の請求に要した費用について、必要に応じて市が負担した。

　

322,652

Ｈ26

（単位：円）

第 4 節

( 4 )

復
興
計
画

(  )

(  )

項

総
合
計
画

任意事業費

(  )

事業収入

第 4 章

(2)

(3)

5件 1,110,000円

3　申立状況

事理を弁識する能力の程度が低い者

介護老人保健施設1件、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ1
件、入院中1件、養護老人ﾎｰﾑ1件、在
宅生活者2件,特別養護老人ホーム1
件、有料老人ホーム2件

　老人福祉法に基づき、65歳以上の者につきその福祉を図るため特に必要があると認めるときは、市長
が家庭裁判所に対し、成年後見の開始に係る審判の請求を行う。

成年後見人等への報酬に関し、必要に応じて助成金を交付した。

年度

包括的支援事業・任意
事業費

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

Ｐ82

004-004-004-00104 事　業　名 成年後見制度利用支援事業

予
算
科
目

3 目

4 款

成年後見市長申立

中　事　業

認知症高齢者と家族を
支援する

地域支援事業費

3

成果に係る評価

　成年後見制度の市長申立は、認知症等の影響により判断能力を無くした高齢者に対し、支援する親族
がいない場合に行うものであり、成果を追求するものではない。
　処理件数は横ばいであるが、後見人報酬助成対象案件が増加しており、今後も増加が見込まれる。生
活保護対象者に係る相談件数が増えていることから、生活保護対象者に係る成年後見市長申立の意義も
含め検討をしていく必要がある。
　今後は、市民後見人育成も視野に入れながら、住民や福祉関係者のみならず、市職員についても成年
後見制度についての周知、制度理解が必要。また、地域が連携して本人の生活状況や判断能力に即した
利用を行っていく必要がある。

成　　　　果

Ｈ27

（福祉総務課、虐待防止センター合算分）

10件
介護老人保健施設1件、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ3
件、入院中1件、養護老人ﾎｰﾑ1件、在
宅生活者4件

Ｈ28 9件 1,466,603円

- 408 -

670,814

　認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮らし続けることができるよ
う、認知症の人やその家族を支援することを目的とする。

生活支援を充実する

復
興
計
画

第 4 節

地方債

決算額の財源内訳

（単位：円）

国(県)支出金

事　業　名 認知症相談事業004-004-004-01189

事業収入

　認知症高齢者は、将来的に更なる増加が見込まれることから、認知症の人やその家族へ普及・啓発
し、支援の充実を図ることが必要である。

　認知症を身近に相談できる仕組みづくりとして、相談会やチーム員会議の実施により、認知症初期の
段階で早期に発見し、専門機関につなぐことができた。
　また、講演会の実施により、認知症予防や早期診断・早期対応の必要性についての理解と意識が高め
られた。
　認知症カフェでは、相談やミニ講話を行い介護者の支援やリフレッシュを図ることができた。
　また、認知症ケアパスを作成することで、認知症の進行に応じた説明ができるため、見通しをもった
介護支援が図られた。

3 項

予算の執行状況
予算額

1,591,000

4 款

実施計画
掲載ページ

目的及び事業内容

目

(  )

(  )

252,271

その他

223,605

(  )

基
本
計
画

Ｐ77

1,146,690

認知症総合支援事業費

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

第 4 章

( 2 )

地域支援事業費

包括的支援事業・任意
事業費

決算額

成果に係る評価

事業コード

予
算
科
目

5

安心して健やかに暮ら
せるまち

中　事　業 認知症相談事業費（介護保険事業特別会計）

1　物忘れ相談
　認知症サポート医や保健師等による相談会を実施した。
　(1)　対 象 者　本人、家族等
　(2)　会　　場　包括ケアセンター等
　(3)　回　　数　12回
　(4)　相談者数　19名

2　認知症初期集中支援推進事業
  認知症の疑いのある人や家族に面談し、初期支援を包括的集中的に行い、本人の自立支援のサポート
を実施した。アウトリーチ(受診困難者を訪問して医療に繋ぐ)の実施やチーム員会議を開催した。
　(1)　アウトリーチ実施件数：6件
　(2)　チーム員会議開催回数：12回
　(3)　チーム員会議対象者数：24名（延べ51名）
　(4)　チーム員：認知症サポート医、保健師、地域包括支援センター職員、関係課等
　
3　認知症講演会
  認知症予防や早期診断・早期対応の必要性について理解し、意識を高めた。
　(1)　対　　象　老人クラブ高齢者・一般住民等
　(2)　会　　場　公民館等
　(3)　回　　数　2回
　(4)　参加者数　延べ193名

4　認知症カフェ
  認知症の人とその家族、地域住民などが気軽に参加して、情報交換や交流、専門職スタッフへの相談
を実施した。
　(1)　対　　象　介護者、支援者等
　(2)　会　　場　3ヶ所（市内みやぎ生協内集会室）
　(3)　回　　数　月1回
 （4） 参加者数　延べ132名

5　認知症ケアパスパンフレットの作成
  認知症ケアパスとは、認知症の人や状況に合わせて、受けられるサービス等を提示したもので、その
内容を盛り込んだパンフレットを作成した。
　(1)　配付日　　平成28年7月から
　(2)　配付先　　関係者、介護者等
　(3)　印刷部数　5,000部

取　組　実　績

成　　　　果

- 409 -



東日本大震災により、壊滅的な被害を受けた石巻市立病院の再建整備を行う。

石巻市立病院再建整備のため、建設工事を実施した。

1 石巻市立病院建設工事

(1)　契約日 平成26年 9月 1日

(2)　工期（履行期間） 平成26年 9月 1日　～　平成28年　6月30日

(3)　契約金額 12,465,036,000円（うち当該年度支出額 3,603,879,000円）

2 石巻市立病院建設工事監理業務委託

(1)　契約日 平成26年11月17日

(2)　工期（履行期間） 平成26年11月17日　～　平成28年　7月14日

(3)　契約金額 99,360,000円（うち当該年度支出額24,840,000円）

3 石巻市立病院建設工事に係るその他事業費等

(1)　電子錠増設、外来受付サイン変更工事等 24,991,416円

(2)　工事変更申請業務委託料  9,994,320円

(3)　建設利息    341,479円

平成28年6月30日に建設工事が完工し、9月1日に診療を開始した。

開院により、震災で疲弊した地域医療の回復に向け大きな一歩を踏み出すことができた。

314,700,000

地方債国(県)支出金

3,219,183,472

総
合
計
画

事業収入

(2)

(1)

(4)

002-104-001-00376 事　業　名 石巻市立病院整備事業（建設事業分）

地域医療の復旧・復興

第  節

(  )

復
興
計
画

第  章
市民の不安を解消し、これ
までの暮らしを取り戻す

迅速な生活・健康支援
と福祉・医療の確保

予
算
科
目

1 目

1 款 資本的支出

建設改良費

建設改良費

1 項

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

成果に係る評価

事業コード

目的及び事業内容

中　事　業

130,162,743

その他

（単位：円）

石巻市立病院整備事業（病院事業会計）Ｐ154

予算の執行状況
予算額

3,664,046,275

決算額の財源内訳

決算額

3,664,046,215
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東日本大震災により、壊滅的な被害を受けた石巻市立病院の再建整備を行う。

石巻市立病院再建整備のため、診療に必要な医療機器等を整備した。

1　整備した医療機器等

　(1) 磁気共鳴断層撮影装置 円 　(13) 手術室映像システム等 円

　(2) Ｘ線断層撮影装置 円 　(14) 高周波手術装置 円

　(3) 多目的Ｘ線撮影装置 円 　(15) 輸液ポンプ等 円

　(4) Ｘ線透視診断装置（上部） 円 　(16) 手術室機器等 円

　(5) Ｘ線透視診断装置（下部） 円 　(17) 内視鏡機器 円

　(6) 乳房用Ｘ線撮影装置 円 　(18) 調剤・注射支援システム等 円

　(7) 高圧蒸気滅菌装置等 円 　(19) 医療情報システム 円

　(8) ＤＲ装置 円 　(20) 検体検査機器 円

　(9) 人工呼吸器等 円 　(21) 医療情報システム（追加） 円

　(10) 病棟用等ベッド等 円 　(22) セントラルモニタ一式 円

　(11) 生理検査機器等 円 　(23) その他 円

　(12) 生体情報モニタシステム 円

※（23）その他は、重要契約（2,000万円以上）以外の契約額の合計。

石巻市立病院開院に当たり必要となる医療機器等の整備を行った。

予
算
科
目

1 款 資本的支出
総
合
計
画

第  章

2 目 機械装置購入費 (  )

(2)
市民の不安を解消し、これ
までの暮らしを取り戻す

(4) 地域医療の復旧・復興

1 項 建設改良費 第  節 (1)
迅速な生活・健康支援
と福祉・医療の確保

実施計画
掲載ページ

Ｐ154 中　事　業 石巻市立病院整備事業（病院事業会計）

事業コード 002-104-001-00376 事　業　名 石巻市立病院整備事業（医療機器等整備分）

復
興
計
画

目的及び事業内容

取　組　実　績

成　　　　果

成果に係る評価

予算の執行状況

2,168,435,000 2,146,902,136 2,123,720,000

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

23,182,136

（単位：円）

83,720,520

41,148,000

599,868,016

  石巻市立病院が目指す、質の高い医療の提供に欠くことのできない医療機器等の整備を進めることが
できた。

96,876,000

36,180,000

契約額

104,220,000

86,400,000

30,240,000

138,780,000

24,170,400

20,941,200

31,082,400

43,178,400

契約額

78,732,000

42,336,000

53,892,000

27,000,000

44,280,000 126,781,200

91,584,000

279,720,000

33,480,000

32,292,000
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